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第 1 章 はじめに 

 吉野川市中山間地域交流拠点整備計画（以下、本計画と略す。）は、吉野川市美郷地区における、今

後の「①空き校舎の利活用」及び「②地域運営組織の設立」について示した計画書である。 

 美郷地区は吉野川市の中山間地域に位置しており、過疎化及び少子高齢化によって人口減少が進んで

いる。市は、これまでに人口減少の対策として過疎地域自立促進特別措置法に基づいた産業振興、交通

通信体系の整備、生活環境の整備、高齢福祉等の増進、教育の振興について重点的に投資することで、

美郷地区の市道等の公共施設の整備を着実に進め、一時期のような人口減少も沈静化を示すなどの一定

の成果をあげてきたが、人口減少は今後も続くことが見込まれている。このような状況の中、美郷地区

が今後も集落機能を維持していくためには、地域の特性を活かした自立化と活性化による対策が求めら

れ、これは全国共通の課題と言える。 

 一方で、国は地方創生を掲げており、東京一極集中を是正することで地方の人口減少に歯止めをかけ、

日本全体の活力を上げることを方針としている。しかしながら、地方創生は全国の各自治体が人口の社

会増を目指して移住・定住を促進させるために、各自治体間で人の活動拠点づくりに邁進しつつも、人

口移動を取り合うという側面を有している。そして、美郷地区もこの大きな潮流の中にある。では、「美

郷を活性化するための切り札は何か？」を考えたときに、美郷地区が有する諸条件を俯瞰すると「空き

校舎の利活用」が最初に上げられ、地区住民の願いとも合致している。そして、空き校舎を利活用する

ためには、地域の課題について考え、協議し、実際に管理運営と活動を行い、美郷の拠点づくりをすす

めていく組織が地域の中で必要になる。この組織こそが「地域運営組織」である。 

 吉野川市が策定した「吉野川市まち･ひと･しごと創生総合戦略（平成 28 年 2 月策定、平成 29 年 8 月

一部改訂）」においては、具体的な施策として「中山間地域等における多世代交流拠点の形成」及び「市

有施設等の有効な利活用の推進」があげられており、その取組内容として、「人口減少の著しい中山間

地域等において、学校再編後の空き校舎を活用し、地域の多世代が市外の人と交流することのできる多

目的交流拠点を１拠点形成する。」と明示している。この目標に向かって、地域運営組織の設立と空き

校舎の利活用が現実となれば、美郷地区内や利用者間、あるいは地域運営組織の中で新たな対流が生ま

れ、イノベーションを誘発し、美郷の活性化に繋がることが期待できる。本計画書はその目標に向けた

今後の指針を示すとともに、今後の行政施策の立案・推進への活用を図っていくものである。 
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第 2 章 美郷の概況 

2.1 地勢・自然 

吉野川市の美郷区域は、徳島県の中央部に位置し

ている四国山地の山稜に囲まれた山村である。山稜

を越えて北は旧山川町と旧川島町に接し、南は美馬

市を経て剣山山脈に連なり、南東部は柳水峠の稜線

を介して神山町との境を形成している。 

総面積は 50.47km2で東西 13km、南北 8km であり、

美郷区域の中央部を流れる川田川に東山谷川が合流

し、旧山川町を経て吉野川中流に流れている。また、

川田川一帯は、「美郷のホタルおよびその発生地」と

して、国の天然記念物に指定されている。 

 美郷区域の地勢は、概ね北部斜面で勾配の険しい

地形であるが、川田川から東山谷川を通り、大野を

経て柳水庵に至る南部は緩やかな傾斜地となってい

る。 

2.2 気象 

美郷区域の気象は、温暖な気象を呈しており、年間平均気温は 14.9℃と温暖であるが、山間部に位置

するため昼夜の寒暖差が大きいことが特徴である。年間平均降水量は 129mm で 5 月～6 月の梅雨時期と

8 月～9 月の台風時期に多くなっている。 

図 2.2-1 気温の推移（2017 年 ※穴吹町） 
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図 2.1-1 美郷の地図

出典：国土地理院の基盤地図情報を加工して作成

出典：気象庁 HP 
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図 2.2-2 降水量の推移（2017 年 ※穴吹町） 

図 2.2-3 平均風速の推移（2017 年 ※穴吹町） 

図 2.2-4 日照時間の推移（2017 年 ※穴吹町） 
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2.3 人口・世帯数 

 美郷区域の人口は、昭和 35 年～平成 27 年まで減少傾向が続いており、平成 27 年の人口 957 人で、

昭和 35 年の人口 4,807 人の 5 分の 1 程度まで減少している。また 0～14 歳の年少人口は平成 27 年には

56 人まで減少していることに対し、65 歳以上の高齢者人口は平成 27 年には 501 人と増加傾向が確認さ

れ、少子高齢化が顕著に進行している。 

図 2.3-1 人口及び世帯数と一世帯当たりの人口の推移 

図 2.3-2 年齢別人口の割合の推移 
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※図 2.3-1の総人口には年齢不詳の人口が含まれているため、年齢別人口の合計とは合致しない。
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人口 世帯数 一世帯当たりの人口

（人） （世帯） （人/世帯）
昭和35年 4,807 887 5.4

昭和40年 3,987 878 4.5

昭和45年 3,302 779 4.2

昭和50年 2,550 693 3.7

昭和55年 2,256 634 3.6

昭和60年 1,956 597 3.3

平成2年 1,848 579 3.2

平成7年 1,657 542 3.1
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産業別人口の動向では、昭和 35 年に 80.2％であった第一次産業の割合が年々減少し、平成 27 年には

29.2％まで減少している。一方で、第二次産業、第三次産業の割合が高くなっているものの、十分な雇

用の場がない状況である。農山村が果たしている食料生産機能、治山、治水など自然環境の保全を図る

ためにも、第一次産業の振興施策が必要となる。 

図 2.3-3 年齢別人口の割合の推移 

2.4 将来人口 

美郷区域の将来人口は今後も減少を続け、2060 年に 324 人まで減少することが予測されている。この

まま人口が減っていくと、地域への想いがありながらも、以下の様な様々な問題や課題が一層増えてく

ることが考えられる。 

  ・集落を維持できなくなり、共同作業やコミュニティ活動が継続できない。 

  ・日常生活用品や燃料を手に入れることが難しい。 

  ・病院や役場などへの移動が難しい。 

  ・集落で管理している飲料水を管理できなくなる。 

  ・産業の後継者がいなくなり、耕作放棄地や管理されていない山林が増える。 

  ・野生動物による被害が増加する。 

図 2.4-1 将来人口の推移 
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※総数には分類不能の産業を含むため、各産業の合計とは合致しない。 

総数 第一次産業 第二次産業 第三次産業

（人） （人） （人） （人）
昭和35年 2,375 1,905 131 297
昭和40年 1,900 1,505 154 241
昭和45年 1,784 1,161 328 294
昭和50年 1,320 665 403 249
昭和55年 1,331 619 421 291
昭和60年 1,127 509 356 261
平成2年 1,017 392 358 267
平成7年 866 313 291 262
平成12年 750 275 225 250
平成17年 586 210 159 204
平成22年 471 157 105 175
平成27年 411 120 105 166
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出典：吉野川市人口ビジョン（平成 28 年 2 月） 
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2.5 財政状況 

参考に、旧美郷村の財政状況を以下に示す。 

平成 15 年度の旧美郷村の財政状況は、経常収支比率が 98.6％と平成 12 年度の 86.6％に比べると

12.0％の増加であった。また、財政力指数では 0.119 と財政力の脆弱性が顕著であり、財源の大部分を

地方交付税等依存財源に頼る状況であった。 

なお、平成 27 年度の吉野川市の財政状況は経常収支比率が 88.5％であり、標準財政規模は約 129 億

円で財政力指数は 0.38 である。吉野川市全体として、今後も健全な財政運営に努める必要がある。 

表 2.5-1 旧美郷村の財政状況 

平成12年度 平成15年度
（千円） （千円）

歳入総額Ａ 1,918,744 2,340,457
一般財源 1,329,033 1,063,010
国庫支出金 41,856 86,570
都道府県支出金 249,777 196,937
地方債 192,572 283,300

うち過疎債 6,400 124,000
その他 105,506 710,640

歳出総額Ｂ 1,849,997 2,228,420
義務的経費 622,777 662,412
投資的経費 559,550 571,509

うち普通建設事業 536,675 514,446
その他 667,670 1,054,499
過疎対策事業費 365,350 356,149

歳入歳出差引額Ｃ（Ａ－Ｂ） 68,747 52,037
翌年度へ繰越すべき財源Ｄ 17,927 8,098

実質収支Ｃ－Ｄ 50,820 43,939
財政力指数 0.095 0.119
公債費負担比率 14.8 14.5
実質公債費比率 ― ―
起債制限比率 9.5 9.6
経常収支比率 86.6 98.6
将来負担比率 ― ―
地方債現在高 1,878,146 1,918,411

区　分

出典：吉野川市美郷区域過疎地域自立促進計画（平成 29 年 9月一部変更） 
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2.6 観光資源 

 平成 13 年 3 月に策定された『新世紀ＭＩＳＡＴＯふるさとへの新しい風 －美郷村新長期総合振興

計画－』では、美郷地域を住民一人一人の意志により世紀人をもって宝（様々な資源）を磨き上げ、そ

れを行政がしっかりと支援する体制を整えることにより、新しく生まれてくる子ども達に「これが私の

ふるさと」であると誇りを持って手渡せる地域にしていくことと、外部の人々からは「あれがあこがれ

の美郷」と語られる地域にしていくという共通認識の基で計画が推進された。 

また、同計画には、「宝（様々な資源）を磨き、宝を誇りとして地域づくりを進め、そして、宝を世

に伝え、宝を活かして産業を振興する」という、美郷地域の将来像「～人と自然の絆が宝を育む活力あ

る村～」が明記されている。 

 この計画により誕生した施設や様々なイベント、伝統行事等『美郷の宝』を以下に挙げる。 

表 2.6-1(1) 美郷の観光資源 

①美郷物産館 

開館時間：午前１０時～午後５時３０分 

    （ほたるの時期の開館時間は午前１０時～午後９時３０分） 

休館日：年末年始 

美郷物産館では、美郷特産の梅、柚、すだち等の加工品、山間部ならで

はの山菜を取り揃えております。季節ごとに美郷の自然の恵みを活かし

たイベントを開催しており、誰もがくつろげるコミュニケーション広場

として多数の方にご利用いただいております。

②美郷ほたる館

開館時間：午前９時～午後４時３０分 

     （ほたるの時期の開館時間は午前１０時～午後９時３０分） 

休館日：毎週火曜日（祝祭日の場合は水曜日休館）、年末年始 

美郷ほたる館は、野外博物館美郷の玄関口です。情報ライブラリー、ほ

たると映像シアター、川をとりまく生き物と人々の暮らしなど様々な情

報や資料を見ることができます。 

③美郷ふれあい公園

ふれあい公園は、美郷の生活環境設備の一環として、日常的なレクリエ

ーションの場を整備すると共に、自生するウツギをはじめとする花木類

によって花の名所造りを目指し、人々に広く、親しまれる「憩いの場」

を提供しています。 

④オーベルジュ＆スパ美郷の湯 

自然豊かな美郷の山中にあり、２０１４年４月に美郷温泉から「オーベ

ルジュ＆スパ美郷の湯」としてリニューアルオープンしました。阿波３

大鉱山の一つとして栄えた東山鉱山の鉱泉水を利用した温泉保養施設

となっています。また温泉だけでなく、レストラン「オルガノ」では、

和洋の本格シェフが腕をふるいます。鳥のさえずり、やさしい風、自然

の懐に抱かれて豊かな時をお過ごし下さい。

出典：一部、吉野川市ホームページより引用 
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表 2.6-1(2) 美郷の観光資源

⑤美郷のほたる 

美郷地区は、ゲンジボタル、ヘイケボタルなど５種類のホタルの生息が

確認され、日本で唯一、地域全体がホタルの発生地として１９７０年に

国の天然記念物に指定されています。毎年５月下旬から６月上旬、美郷

ほたる館周辺では「美郷ほたるまつり」が開催され、数多くのホタルの

乱舞を見ることができます。 

⑥美郷の梅 

美郷の梅は、国営パイロット事業によって造成された梅園を中心とし

て、ほぼ全域において栽培されています。早春に咲き乱れる梅花は見事

で、花の香りが漂います。 

毎年２月中旬から３月中旬には「美郷梅の花まつり」が開催され、３月

第１日曜日には「梅の花見ウォーク」が開催されます。 

⑦美郷梅酒まつり

美郷地区は、２００８年７月に全国で初めて「梅酒特区」に認定されま

した。現在、美郷地区には「東野リキュール製造所」、「大畠酒造」、「農

業組合法人フジ」、「アワグラス」、「徳長梅酒製造場」の５つの酒蔵があ

ります。毎年１１月下旬には、美郷地区内の５つの酒蔵および３軒の農

家民宿を合わせた合計８カ所の会場で梅酒や食事が味わえる「美郷梅酒

まつり」が開催されます。 

⑧重楽寺

約４００年前、天正７年（１５７９年）、土佐の長宗我部元親の戦火に

より寺が焼失しました。寛永年間（１６２４年）開山、清恩人が１０ヶ

寺を合流し重楽寺を開創しました。本尊聖観世音菩薩は平安末期の作

で、約８００年ほど前の仏像です。脇仏は江戸時代初期の作で、右に不

動明王、左に毘沙門天を安置。山内に七福神の諸堂が建ち並び、梅・桜・

つつじ・もみじ等景観の良いところです。 

⑨高開の石積み

日本の山村を代表する伝統的な風景、文化的・歴史的遺産として「にほ

んの里１００選」に選ばれたこの地区では、圧倒的な景観が味わえます。

見上げると山肌に横一面に引かれた石垣が、山頂まで段々に連なってお

り、まるで古代遺跡が空へ続く巨大な石の階段のようです。 ４月には

濃淡のピンクに白、紫がかった桃色などの鮮やかなシバザクラが見ごろ

を迎え、高開石積みシバザクラまつりが行われます。また、高開石積み

ライトアップは、第９回ふるさとイベント大賞「文化交流部門」賞を受

賞するなど全国的に知られており、毎年１２月に行われます。 

出典：一部、吉野川市ホームページより引用 
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表 2.6-1(3) 美郷の観光資源

⑩獅子舞 

平八幡神社祭に行われ、奉納獅子舞（大陰流）五穀豊穣、家内安全を祈

願し幼女、青年が打つ太鼓に合わせて、２頭の獅子が勇壮に舞い、祭り

に彩りをそえます。約１５０年前から継承され、たいへん伝統ある獅子

舞です。 

⑪美郷の物産

吉野川市美郷には、ブランド認証品として登録されているもののほか、

様々な物産があります。美郷の梅を加工して作られた梅干しや梅酒、ゆ

ずやすだちを使って作られたポン酢やお酢、自然に恵まれた環境で生育

した茶葉で作られたお茶、椎茸やキウイフルーツ、季節ごとの野菜など、

どれも美郷の豊かな自然を活かして作られたとても魅力のある商品で

す。 

出典：一部、吉野川市ホームページより引用 

 その他、美郷地区においては地域を活性化させるための様々な取り組みや活動が行われている。 

①全国で初めての梅酒特区認定 

②各種お祭り（梅の花まつり、芝桜まつり、ホタルまつり、梅酒まつり、石積みライトアップ） 

  ③様々な農産物の六次産業化 

  ④NPO 法人美郷、NPO 法人美郷宝さがし探検隊による各種活動 

  ⑤体験型農家民宿 

  ⑥地域内での各種体験イベントの開催（美郷アレ★コレ） 

  ⑦吉野川市美郷一周駅伝 

 こういった取り組みが美郷地区の地域力を高めており、来訪者の増加や生産活動に寄与している。そ

して、本計画が推進されることによって、新たな地域活動の展開、既存の活動の発展に繋がることが期

待される。 
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2.7 主要公共施設等の整備状況 

 美郷区域の主要公共施設等の整備状況と、現在のバス運行時刻表を以下に示す。 

表 2.7-1 美郷区域の主要公共施設等の整備状況 

表 2.7-2 吉野川市の主要公共施設等の整備状況 

昭和45
年度末

昭和55
年度末

平成２
年度末

平成12
年度末

平成22
年度末

平成25
年度末

改良率（％） 15.7 8.9 45.5 53.4 58 59.6
舗装率（％） 0.2 32.4 85.5 86.4 88.1 88.6
延長（ｍ） － － － － 104 104
耕地1ha当たりの農道延長（ｍ） 82.2 86.2 28.7 25.5 － －
延長（ｍ） － － － － 30,437 26,138
林野1ha当たりの林道延長（ｍ） 1.1 2.5 4 6.6 － －

4.7 22.4 33.4 77.9 58.1 59.8
－ 3.8 8.2 7.9 － －

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

区　分

林道

農道

市町
村道

水道普及率（％）
水洗化率（％）

人口千人当たり病院、
診療所の病床数（床）

昭和45
年度末

昭和55
年度末

平成２
年度末

平成12
年度末

平成22
年度末

平成25
年度末

改良率（％） － 6.6 34.3 41.2 44.4 45.7
舗装率（％） － 24.2 96.8 72.4 76.3 77
延長（ｍ） － － － － 3,702 1,783
耕地1ha当たりの農道延長（ｍ） － 20.1 5.5 15.8 － －
延長（ｍ） － － － － 41,827 34,839
林野1ha当たりの林道延長（ｍ） － 1.9 2.9 5.3 － －

－ 83 91.5 93.4 98.6 98.3
－ － 29.2 61.8 82 82.4

－ 4.7 33.4 32.8 27.2 28.1

水洗化率（％）

人口千人当たり病院、
診療所の病床数（床）

区　分

市町
村道

農道

林道

水道普及率（％）

出典：吉野川市美郷区域過疎地域自立促進計画（平成 29 年 9月一部変更） 

出典：吉野川市美郷区域過疎地域自立促進計画（平成 29 年 9月一部変更） 
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図 2.7-1 美郷区域のバス運行時刻表 

出典：吉野川市ホームページより引用 



12 

第 3 章 上位関連計画 

 本計画に関連する上位計画の概要を、以下に整理して示す。 

3.1 吉野川市まち･ひと･しごと創生総合戦略（平成 29年 8月） 

吉野川市が平成 29 年 8 月に策定した「吉野川市まち･ひと･しごと創生総

合戦略」（以下、総合戦略と略す）においては、具体的な施策として［中山

間地域等における多世代交流拠点の形成］および「市有施設等の有効な利

活用の推進」があげられており、交流拠点整備計画はこれらの実現に向け

て具体化を図ることと位置づけている。 

総合戦略の概要を以下に示す。 

■基本目標と施策体系 

  総合戦略の基本目標と施策体系は次のとおりである。 

１）基本目標 

基本目標１ 吉野川市にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

基本目標２ ひとの定住・環流・移住の新しい流れをつくる 

基本目標３ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる 

基本目標４ 時代に合った魅力ある新しいまちをつくる 

２）施策体系 

基本目標を実現するための施策体系として、基本目標、施策の基本的方向、具体的な施策が示

されている。図 3.1-1 に本計画と総合戦略との関連性を示す。 
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出典：吉野川市まち・ひと・しごと創生総合戦略（H28.2）より引用 

図 3.1-1 本計画と吉野川市まち･ひと･しごと創生総合戦略との関連性
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３）具体的な施策 

新しいまちづくりの推進における具体的な施策として［中山間地域等における多世代交流拠点

の形成］があげられている。 

取組内容は、「人口減少の著しい中山間地域等において、学校再編後の空き校舎を活用し、地

域の多世代が市街の人と交流することのできる多目的交流拠点を形成する。」とされている。具

体的事業は「交流拠点の形成に向けた取組」、重要業績評価指標（ＫＰＩ）として「拠点の形成」

を「１拠点」の目標としている。 

また、人口減少等を踏まえた既存ストックのマネジメント強化における具体的施策として［市

有施設等の有効な利活用の推進］があげられ、取組内容は「市有施設等の有効な利活用を推進す

るため、吉野川市公共施設等総合管理計画を策定するとともに、施設類型ごとの個別計画も策定

する。」とされている。具体的事業は「公共施設等総合管理計画策定事業」、重要業績評価指標と

して「公共施設等総合管理計画の個別施設計画の策定率」、目標値は「50%」とされている。 

3.2 吉野川市都市計画マスタープラン（平成 25年 3月） 

「吉野川市都市計画マスタープラン」（以下、マスタープランと略す）に

おいては、地域ごとに住民の意識調査が実施され、地域ごとの将来像が設

定されている。美郷地区は、ホタル飛び交う千年続くまちづくりを将来像

として、地域の整備方針が定められている。 

交流拠点整備計画は、地域の整備方針における［土地利用の方針］との

整合を図るものと位置づける。 

マスタープランにまとめられている美郷地区の概要を以下に示す。 

（１）地域住民の意向 

地域住民の意識調査が実施されており、その主な結果は下表のとおりである。 

表 3.2-1 美郷地域の住民意識の調査結果表 

区  分 アンケート回答項目 

美郷地域の評価 

豊かな自然環境が保全される地域 

農地や山林を活かし農産物・林産物を生産する地域 

豊かな観光資源を活かし多くの観光客が訪れる地域 

今後のまちづくりの方向 

安全で利用しやすい道路が充実したまち 

医療・福祉施設が充実したまち 

農地や山林を活かし豊かな農産物・林産物を生産するまち 

魅力や愛着、誇りを感じる

地域資源 

美郷梅の花まつり 

高開の石積み 

美郷物産館 
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 （２）地域の将来像 

市域のなかでも、人口減少・少子高齢化が著しく進むなかで、ホタルの生息地としての豊かな自

然環境と、伝統ある人々の生活を守り続けるまちづくりをめざします。」とされ、将来像として以

下が揚げられている。 

 （３）地域の整備方針 

地域の整備方針として、土地利用、道路･交通施設、公園緑地、河川･下水道、都市防災、自然環

境保全、景観形成、これら 7項の方針が挙げられている。 

本計画の作成に関連が深い土地利用の方針は次のとおりである 

１）土地利用区分ごとの方針 

① 商業・業務系土地利用 

○交流拠点等を活かした地域拠点の機能強化 

・美郷物産館や美郷ほたる館等の交流拠点を核として、地域拠点としての機能強化を図ります。 

② 田園居住系土地利用 

○農地の保全と豊かな住環境の形成 

・地域内に分布する集落は、周辺の自然環境や田園環境との調和を図りながら、豊かな住環境

の保全・形成に努めます。 

③ 自然系土地利用 

○ホタルおよびその生息地としての豊かな自然の保全 

・美郷地区全域が「美郷のホタルおよびその生息地」として国の天然記念物に指定されており、

地域全体が豊かな自然資産そのものであると言え、その保全・活用を図ります。 

○豊かな自然の活用 

・国の天然記念物である「ホタル」や「高開の石積み」等の豊かな自然の保全に努めるととも

に、市民や来訪者が水や緑に親しむ場として活用を図ります。 

２）適正な土地利用の規制・誘導に関する方針 

都市計画区域外 

○市の均衡ある発展に向けた土地利用の推進 

・市の均衡ある発展に向け、公共施設の適正な配置等に努めます。 

・市のなかでも著しい人口減少・少子高齢化が進んでいる状況を踏まえつつ、実情に応じた地

域の生活基盤整備のあり方を検討します。 

ホタル飛び交う千年続くまちづくり 
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  ３）吉野川市の将来都市構造 

    マスタープランでは、吉野川市全体のまちづくりの理念と目標として将来都市構造を示してお

り、その中で美郷地区の種野小学校・美郷中学校周辺を地域の生活拠点にし、そこを拠点とした

地域間連携軸を示している。 

図 3.2-1 吉野川市の将来都市構造
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  ４）土地利用の方針 

    マスタープランでは、吉野川市全体の土地利用の方針を示しており、その中で美郷地区は「①

美郷支所周辺の地域拠点としての機能強化」、「②周辺の自然環境・田園環境と共生した環境の形

成」、「③ホタルの生息地としての自然環境の保全」が示されている。 

図 3.2-2 土地利用の方針

  ４）公園・緑地の整備方針 

    マスタープランでは、公園・緑地の整備方針を示しており、その中で美郷地区は、美郷ふれあ

い公園に対する適切な維持管理が示されている。 

図 3.2-3 公園・緑地の整備方針
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  ５）美郷地域の将来像と整備方針 

    マスタープランでは、美郷地域の将来像と整備方針が示されている。 

図 3.2-4 吉野川市都市計画マスタープランにおける美郷地域の将来像と整備方針
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3.3 吉野川市美郷区域過疎地域自立促進計画（平成 27年 12 月） 

吉野川市が平成 27 年 12 月に策定した「吉野川市美郷区域過疎地域自立

促進計画」においては、美郷地区の現況を示しつつ、平成 28 年度～32 年

度を計画期間とした本区域が自立していくために求められる基本方針と施

策及び課題についてまとめられている。 

 同計画の主な内容を以下に示す。 

■主な内容 

１．基本的な事項 市町村の概況、人口及び産業の推移と動向、市行財政の

状況、自立促進の基本方針 

２．産業の振興 

現況と問題点、その対策、事業計画 

３．交通通信体系の整備、情報化及

び地域間交流の促進 

４．生活環境の整備 

５．高齢者等の保健及び福祉の向上

及び増進 

６．子育て支援の充実 

７．医療の確保 

８．教育の振興 

９．地域文化の振興等 

10．集落の整備 
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3.4 とくしま集落再生プロジェクト（平成 24年 3月策定、平成 28年 3月改訂） 

「とくしま集落再生プロジェクト」においては、集落再生の成功事例を

創出するため、できるものは平成 23 年度から着手することとし、５年間（平

成 23～27 年度）に取り組む施策を「安全・安心の確保」「地域資源の活用」

「人材確保・育成」「魅力発信」の４つの重点分野に区分してとりまとめて

いる。平成 28 年 3 月に改訂されたが、目指す姿、４つの重点分野の体系表、

いずれも当初のまま踏襲されている。 

交流拠点整備計画は、目指す姿を共有しつつ、重点分野における各種の

取組について地域の実情に即した実現性ある計画を作成するものと位置づ

ける。 

とくしま集落再生プロジェクト（2016 年改訂）の概要を以下に示す。 

図 3.4-1 とくしま集落再生プロジェクトのフレーム  
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表 3.4-1 とくしま集落再生プロジェクトの体系表 
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3.5 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業（総務省） 

交流拠点整備計画は、［過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業］の一環として策定するもので

ある。 

過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業の概要を以下に示す。 

図 3.5-1 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業の概要

■実施要綱（総務省資料より転載） 

第１ 趣旨 

過疎地域等の集落においては高齢化の進行等により、集落機能の維持や存続が危ぶまれる集落が増加しており、

医療や福祉対策、日常生活機能の確保及び空き家や耕作放棄地の増加等の課題が深刻化している。 

本事業は、このような過疎集落等において深刻化する喫緊の課題に対応するため、基幹集落を中心として、周

辺の集落との間で「集落ネットワーク圏」を形成し、生活の営み（日常生活支援機能）を確保するとともに、生

産の営み（地域産業）を振興するために「地域コミュニティ組織等」が行う取組を国が支援することにより、継

続的な集落の維持・活性化を図ることを目的とする。 

第２ 定義 

この要綱において｢地域コミュニティ組織｣とは、集落機能の維持及び活性化に向けた対策に取り組む、地域住

民により構成される集落ネットワーク圏の中心的な組織をいう。 

２ 「その他組織」とは、郵便局、社会福祉協議会、森林組合、農業協同組合、漁業協同組合、商工会、観光

協会及び特定非営利活動法人等をいう。 

３ 地域コミュニティ組織とその他組織及び市町村を、「地域コミュニティ組織等」という。 
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第３ 事業実施主体 

事業実施主体は、本事業の趣旨に沿った事業を実施する地域コミュニティ組織等とする。 

第４ 対象地域 

本事業の対象地域は、次の（１）から（ 10）までの地域を含む地域において、複数の集落で構成され、住民の

一体性が確保されている地域で、医療・福祉対策、日常生活における交通の確保、地域産業・生業の振興、地域

の伝統文化の継承・振興等の集落機能の維持及び活性化の取組を共同で行う地域（以下「集落ネットワーク圏」

という。）とする。 

（１）過疎地域自立促進特別措置法(平成 12 年法律第 15 号)第２条第２項の規定に基づき公示された過疎地域

(同法第 33 条第１項又は第２項の規定により過疎地域とみなされる区域を含む。） 

以下省略 

第５ 事業内容 

本事業は、集落ネットワーク圏において、①市町村による集落ネットワーク圏計画の策定、②地域コミュニテ

ィ組織の体制確立、③地域コミュニティ組織による活性化プランの策定及び④地域コミュニティ組織が活性化プ

ランに基づき取り組む事業（ソフト事業中心）を対象とする。 

第６ 市町村の役割 

市町村は、第４及び第５のとおり実施されることとなる本事業について、事業内容の検討及び事業実施に当た

り、地域コミュニティ組織及びその他組織への必要な助言及び環境整備を含めた総合的な支援を行うとともに、

第８に定める集落ネットワーク圏計画及び事業実施計画の作成、第９に定める国の助成を受けるに当たり必要な

手続き及び第 10 に定める事業の完了報告等を実施するものとする。 

第７ 都道府県の役割 

都道府県は、第８に基づき市町村が作成する集落ネットワーク圏計画及び事業実施計画について、本事業の趣

旨に沿ったものであるか審査するものとする。 

第８ 集落ネットワーク圏計画及び事業実施計画 

本事業を実施しようとする市町村は、様式第１号により集落ネットワーク圏計画及び事業実施計画を作成し、

当該計画書を都道府県を通じて別に定める日までに総務大臣に提出するものとする。 

２ 事業実施計画の内容について、次の変更をする場合には、当該変更後の計画書を都道府県を通じて総務大

臣に提出するものとする。 

（１） 個別事業の追加又は中止を行う場合 

（２） 過疎地域等自立活性化推進交付金交付要綱第 10 による交付金事業の変更について、総務大臣の承認が必

要となる場合 

第９ 助成 

国は、予算の範囲内で本事業の実施に必要な経費について、別に定めるところにより、市町村に助成するもの

とする。 

第 10  完了報告 

市町村は、事業が完了したときには、事業完了日から起算して３０日以内又は事業実施年度の翌年度の４月 10 

日のいずれか早い日までに、様式第２号及び第３号による事業完了報告書を作成し、総務大臣に提出するものと

する。 

第 11 その他 

本事業の実施に当たり、この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、別に定めるものとする。 
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第 4 章 美郷地区の空き校舎の利活用に先立つ諸条件の整理 

4.1 空き校舎の利活用の必要性 

 近年、過疎化、少子化による児童生徒数の減少や、市町村合併、都市部の住宅への移転などの影響に

よって多くの廃校が数多く発生している。これは、美郷地区でも同様であり、過去には中枝幼稚園・小

学校、中村小学校、東山小学校、美郷中学校が存在していたが、現在は種野幼稚園・小学校を残すのみ

となっている。さらに、同校ついても吉野川市の学校再編によって、平成 30 年 4 月をもって廃校にな

り、美郷地区には空き校舎のみを残して、全ての学校が無くなることになる。 

 全国に目を向けると、空き校舎の有効活用が求められている一方で、廃校になってから利活用が図ら

れず、遊休施設になっているものが数多く存在している。そして、各地方公共団体で地方創生と絡めて

様々な利活用が検討されているものの、地域等からの要望が無いことや、その利活用の方法が分からな

いといった課題が挙げられ、そのまま存置されるケースも数多くある。 

 これに対し文部科学省は、「～未来につなごう～『みんなの廃校』プロジェクト」を立ち上げ、空き

校舎の利活用を進めるべく、廃校施設等の情報を集約して公表しており、廃校施設等の情報と活用ニー

ズのマッチングを進めているところである。そして、平成 28 年 5 月 1 日時点では、平成 14 年度以降の

廃校に関して施設が現存するもののうち、70％以上が利活用されている。その内訳では、社会教育施設

や社会体育施設等の公共施設のほか、体験交流施設や老人福祉施設など様々な用途で活用されている。

また、近年では地方公共団体と民間事業者とが連携し、創業支援のためのオフィスや地元特産品の加工

会社の工場として廃校施設が活用されるなど、地域資源を活かし、地域経済の活性化につながるような

活用が増加している。 

 美郷地区においても、空き校舎という遊休施設を地域の課題解決に向けた財産として捕らえ、その利

活用を図り、地域コミュニティの拠点として新たな学校を進めていく必要がある。そこで、以降に美郷

地区の空き校舎の利活用について示す。本章では、利活用に先立つ各種条件を整理して示しており、次

の第５章において利活用案を示す。 
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4.2 空き校舎の全国の現状と国の取組動向 

(1)全国の現状 

   文部科学省が公表している「廃校施設等活用状況調査」によると、毎年度に 500 校前後が廃校に

なっており、平成 27 年度は 520 校が廃校になったことが示されている。 

   また、都道府県別にみると平成 14 年度から平成 27 年度にかけて最も多く廃校になったのは北海

道の 688 校、最も少ないのは滋賀県の 24 校であり、徳島県は 111 校であった。 

図 4.2-1 公立学校の年度別廃校発生数（平成 14 年度～平成 27 年度）

出典：「廃校施設等活用状況調査」文部科学省
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図 4.2-2 公立学校の都道府県別廃校発生数（平成 14 年度～平成 27 年度）

出典：「廃校施設等活用状況調査」文部科学省
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   平成 14 年度～平成 27 年度に

廃校になった 6,811 校のうち、

建物が現存しているのは 5,943

校ある。このうち、現状で活用

されているのは 4,198 校あるが、

残りの 1,745 校が今も未活用の

状況にある。さらに、取り壊し

予定と活用が決まっている学校

を除くと、予定が立っていない

廃校は全国に 1,260 校という状

況であり、美郷地区内の空き校

舎もここに該当する。 

図 4.2-3 廃校の活用状況

   廃校の主な活用用途をみると、

学校として再利用する事例が最

も多く、次いで体育館やグラウ

ンドを利用した社会体育施設や、

教室をそのまま利用した社会教

育施設・文化施設が多い傾向に

ある。 

一方で、福祉施設・医療施設

等、企業等の施設、庁舎等、体

験交流施設等は、既存の学校施

設のまま利活用するには使い勝

手が良くないことが想定され、

それに伴う改修工事も必要にな

るためか、社会体育施設等に比

べて活用が少ない。 

図 4.2-4 廃校の主な活用用途
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(2)休・廃校施設に対する国の取組動向 

   文部科学省では、休・廃校施設等の活用を進めるために施設等の転用の手続きの簡素化を図って

いる。現在では、「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分の承認等について」（平成 27 年 7

月 1 日付け 27 文科施第 158 号）により、国庫納付金を不要としている。 

   また、文部科学省では“未来につなごう「みんなの廃校プロジェクト」”を立ち上げており、廃

校施設の利活用の情報を集約してホームページで公表している。 

次ページに、文部科学省が公表している公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分手続きの概

要を示す。 
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図 4.2-5 公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分手続きの概要

出典：「公立学校施設整備費補助金等に係る財産処分手続の概要」文部科学省
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表 4.2-1 転用施設の改修に対する補助等（平成 29 年 4 月時点）
対象となる転用施設等 事業名

地域スポーツ施設
スポーツ振興くじ（toto）助成
（地域スポーツ施設整備助成）

文部科学省

（独）日本スポーツ振興センター
スポーツ振興事業部支援第二課
施設整備支援係
ＴＥＬ：０３－６８０４-３１２０

埋蔵文化財の公開及び整理・収蔵
等を行うための設備整備事業

地域の特色ある埋蔵文化財活用事業
（国宝重要文化財等保存整備費補助
金）

文化庁
文化財部記念物課管理係
ＴＥＬ：０３－５２５３－４１１１
（内線２８７６）

児童福祉施設等
（保育所を除く）

次世代育成支援対策施設整備交付金

子育て支援対策臨時特例交付金
（安心こども基金）
保育所等整備交付金

保育対策総合支援事業費補助金
子ども家庭局保育課予算係
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線４８３７）

子育て支援対策臨時特例交付金
（安心こども基金）

保育所等整備交付金

保育対策総合支援事業費補助金
子ども家庭局保育課予算係
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線４８３７）

放課後児童クラブ 放課後子ども環境整備事業
子ども家庭局保育課（子育て支援課）健全育成推進室
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線４８４７）

老人福祉施設等
地域介護・福祉空間整備等施設整備
交付金

老健局高齢者支援課
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線３９２７）

障害者施設等 社会福祉施設等施設整備費補助金
社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線３０３５）

認定こども園施設整備交付金 文部科学省
初等中等教育局幼児教育課
TEL：０３－５２５３－４１１１
（内線３１３８）

保育所等整備交付金 厚生労働省
子ども家庭局子育て支援課施設調整等業務室調整係
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線４９６０）

子育て支援対策臨時特例交付金
（安心こども基金）

文部科学省
厚生労働省

上記と同様

地域間交流・地域振興を図るため
の生産加工施設、資料展示施設、
教育文化施設、地域芸能・文化体
験施設等（過疎地域の廃校舎等の
遊休施設を改修する費用が対象）

過疎地域等自立活性化推進交付金
（過疎地域遊休施設再整備事業）

総務省
自治行政局過疎対策室
ＴＥＬ：０３－５２５３－５１１１
（内線５５３６）

農山漁村が持つ豊かな自然や
「食」を活用した都市と農村との
共生・対流等を推進する取組、農
福連携を推進する取組、地域資源
を活用した所得の向上や雇用の増
大に向けた取組、「農泊」を推進
する取組及び農山漁村における定
住等を図るための取組に必要な施
設

①農山漁村振興交付金（農泊推進対
策）
②農山漁村振興交付金（農山漁村活
性化整備対策）
③農山漁村振興交付金（都市農村共
生・対流及び地域活性化対策のうち
農福連携対策）

農林水産省

①農村振興局農村政策部都市農村交流課
TEL：０３－３５０２－８１１１
（内線５４５１）
②農村振興局整備部地域整備課
（内線３０９８）
③農村振興局農村政策部都市農村交流課
（内線５４４５）

交流施設等の公共施設
次世代林業基盤づくり交付金
（木造公共建築物等の整備）

林野庁
林政部木材利用課
ＴＥＬ：０３－３５０２－８１１１
（内線６１２７）

都市再生整備計画に位置付けられ
たまちづくりに必要な施設

社会資本整備総合交付金
（都市再生整備計画事業）

国土交通省
都市局市街地整備課
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１
（内線３２７６３）

空家等対策計画策定済み、または
空き家住宅等の集積が居住環境を
阻害し、又は地域活性化を阻害し
ている区域において、居住環境の
整備改善に必要となる宿泊施設、
交流施設、体験学習施設、創作活
動施設、文化施設等

社会資本整備総合交付金
（空き家再生等推進事業）

住宅局住宅総合整備課住環境整備室
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１
（内線３９３９４）

基幹集落に暮らしの安心を支える
複数の生活サービスや地域活動の

場を集めた「小さな拠点」の形成
推進に必要な施設

「小さな拠点」を核とした「ふるさ

と集落生活圏」形成推進事業

国土政策局地方振興課
ＴＥＬ：０３－５２５３－８１１１
（内線２９５４３）

「地方版まち・ひと・しごと創生
総合戦略」に位置づけられ、地域
再生法に基づく地域再生計画に認
定される地方公共団体の自主的・
主体的な取組で、先導的なもの
（施設改修費等のハード事業の割
合は、原則として全体事業費の１
/２未満）

地方創生推進交付金 内閣府
地方創生推進事務局
ＴＥＬ：０３－５５１０－２１５１

国土交通省

所管官庁

保育所等

子ども家庭局子育て支援課施設調整等業務室調整係
（児童福祉）
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線４９６０）

子ども家庭局子育て支援課施設調整等業務室調整係
（児童福祉）
ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１
（内線４９６０）小規模保育事業所等

厚生労働省

私立認定こども園
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4.3 美郷地区の空き校舎の概要及び現況 

 各空き校舎の諸条件 4.3.1

美郷地区の学校施設の概要とその特性を以降に示す。 

表 4.3-1 休校・休園施設及び廃校予定校の概要 

1 2 3 4 5 6 7

種野小学校 種野幼稚園 中枝小学校 中枝幼稚園 中村小学校 東山小学校 美郷中学校

美郷字東条2 美郷字古土地155-2 美郷字川俣51

建物敷地 2,176 (124) 2,637 (126) 1,260 1,395 4,411

運動場 3,069 - 2,236 - 1,056 1,800 5,049

その他 325 - - - 124 1,868 5,936

合　計 5,570 0 4,873 0 2,440 5,063 15,396

建築年 S55.12 S55.12 S61.2 S61.2 S49.12 S57.2 S45.3

構　造 R R R R W R R

階　数 2 1 3 1 1 3 3

面　積 1,367 124 1,369 126 445 1,009 1,714

耐震性能 ○ ○ ○ ○ × △ ×

建築年 S45.12 - S54.2 - - S57.2 -

構　造 S - R - - R -

階　数 2 - 1 - - 2 -

面　積 661 - 531 - - 419 -

耐震性能 ○ - × - - × -

2,028 124 1,900 126 445 1,428 1,714

H30.3～廃校予定 H30.3～廃校予定 H19.4～休校 H19.4～休園 H2.4～休校 H13.4～休校 H22.4～休校施設の状況

校地面積（㎡）

建物面積
（㎡）

校舎

屋内
運動場

合　計

番号

学校名・学園名

所在地 美郷字川俣47 美郷字平71-2

（注意）全ての学校は、平成 30年 3月をもって廃校となる。 
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表 4.3-2 休校・休園施設及び廃校予定校の現況と諸条件 

学校名 ① 種野幼稚園・小学校 ② 中枝幼稚園・小学校 ③ 中村小学校 ④ 東山小学校 ⑤ 美郷中学校 

現況写真

経
年･

構
造･

規
模･

耐
震

校舎 築 37 年 ＲＣ造２F 1367 ㎡ 9 室 築 31 年 ＲＣ造 3F 1369 ㎡ 19 室 築 43 年 木造１F 445 ㎡ 6 室 築 35 年 ＲＣ造３F 1009 ㎡ 12 室 築 47 年 ＲＣ造３F 1714 ㎡ 15 室 

屋内運動場 築 47 年 鉄骨造２F 661 ㎡ 築 38 年 RC 造１F 531 ㎡ ― 築 35 年 RC 造２F 419 ㎡ ― 

運動場 3069 ㎡ 2236 ㎡ 1056 ㎡ 1800 ㎡ 5049 ㎡ 

耐震性能 校舎：有り ／ 屋内運動場：有り 校舎：有り ／ 屋内運動場：無し 校舎：無し 校舎：未診断 ／ 屋内運動場：無し 校舎：無し 

防
災

地すべり 地すべり区域（隣接区域） ― 地すべり区域（隣接区域） 地すべり区域（隣接区域）に隣接 地すべり区域（隣接区域） 

急傾斜 急傾斜地崩壊危険箇所 急傾斜地崩壊危険箇所 ― 急傾斜地崩壊危険箇所に隣接 急傾斜地崩壊危険箇所 

洪水 早めの避難が必要な区域 ― ― ― 早めの避難が必要な区域 

地震(耐震) 校舎･屋内運動場：有り 校舎：有り ／ 屋内運動場：無し 校舎：無し 校舎：未診断 ／ 屋内運動場：無し 校舎：無し 

指定避難所 

（緊急避難）
洪水･大規模火災･地震 洪水･大規模火災･地震 ― 洪水･大規模火災･地震 洪水･大規模火災･地震 

利
便
性

進入 斜路による接近･進入 急勾配の斜路による接近･進入 乗用車乗り入れが困難 周辺道路にほぼ平坦な接近･進入 斜路による接近・進入 

利用動線 中学校の敷地を含め一連の利用が可能 全ての施設がほぼ一面に配置 全ての施設がほぼ一面に配置 全ての施設がほぼ一面に配置 小学校の敷地を含め一連の利用が可能 

周
辺
環
境

社会条件 近傍に駐車場や公園が整備 近隣は住宅地となっている 近傍に住宅がない 集落のほぼ中央部に位置する 最寄りに駐車場や公園が整備 

自然条件 南面は急傾斜地、北面は開放的な景観 南向きの急傾斜地、住宅地と畑地 周辺はスギ等の人工林 東山谷川が近くに流れる 南面は急傾斜地、北面は開放的な景観 

そ
の
他

特筆事項 
運動場や公園等の多目的な広場に恵まれる 

最寄りに駐車場有り 

プール有り・八幡神社に隣接・駐車場無し 

近隣住宅のプライバシー保護に配慮 

進入路がわかりにくい 

駐車場無し 

プール有り・駐車場無し 

耐震性診断が必要 

運動場や公園等のオープンスペースに恵まれる 

最寄りに駐車場有り 

特  性 

①国道 193 号から西方に進入して 250m に位置してい

る。 

②学校への進入は斜路となっているが、進入道路の市

道沿いに駐車場が整備されている。 

③校舎は 2 階建てで、屋内運動場とともに耐震性能を

満たしている。 

④運動場は４小学校の中最も広い。 

⑤防災面での立地に劣るが対策工が施されており、緊

急避難地（土砂災害除く）に指定されている。 

⑥中学校運動場が隣接し、最寄りには美郷ふれあい公

園があり、イベント時などには多目的な広場として利

用できる。 

①国道 193 号から西方に進入して 250ｍに位置している。 

②学校への進入路は急勾配の部分があり、幅員も十分で

はない状況である。 

③校舎は 3階建てで、室数が 19室と最も多く、耐震性能も

満たしている。 

④屋内運動場は耐震性能を満たしていない。 

⑤防災面では比較的優位な立地にあり、緊急避難地（土

砂災害除く）に指定されている。 

⑥八幡神社に隣接し、住民が集う場でもある。 

⑦プールの利活用と密集する民家や民地へのプライバシ

ー確保が課題といえる。 

①国道193号から西方に進入して8.2kmに位置している。 

②学校までの進入路がややわかりにくく、学校敷地内への

乗用車での乗り入れも困難な状況となっている。 

③校舎は木造で耐震性能を満足しておらず老朽化も見ら

れ、利活用は困難が予想される。 

④防災面では、比較的優位な立地にあるものの、地すべり

区域に含まれている。 

①国道 193 号から東方に進入して 4.8km に位置している。 

②比較的幅員の広い県道245線より50mに位置している。 

③学校までの進入路は平坦で走行しやすい。 

④校舎は 3 階建てで、耐震が未診断のため、利活用の場

合は耐震診断が必要となる。 

⑤屋内運動場は、耐震性能を満たしていない。 

⑥防災面では比較的優位な立地にあり、緊急避難地（土

砂災害除く）に指定されている。 

⑦集落のほぼ中央に位置し、アプローチが容易である。 

⑧プールの活用と耐震診断が課題といえる。 

①国道 193 号から西方に進入して 300m に位置している。 

②学校への進入は斜路となっているが、進入道路の市道

沿いに駐車場が整備されている。 

③校舎は鉄筋コンクリート 3 階建てだが、耐震性能を満た

していないため、利活用の場合は耐震対策工事が必要

となる。 

④防災面での立地に劣るが対策工が施されており、緊急

避難地（土砂災害除く）に指定されている。 

⑤種野小学校に隣接していることから、一連した土地利用

が可能である。 

校舎

運動場

屋内運動場

校舎
屋内運動場

運動場

運動場 

プール

校舎

運動場

校舎

運動場

プール

校舎

運動場
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種野幼稚園・小学校 

美郷中学校

学校周辺の土地利用

東山小学校

中枝幼稚園・小学校

中村小学校

学校を中心とした半径 1km 圏内 
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 種野幼稚園・小学校 4.3.2

概

要

・ 昭和 55 年 12 月建築（耐震改修済み）、平成 30 年 3 月より廃校を予定。 

・ 種野幼稚園・小学校は、本計画書作成時点で児童が在籍する教育施設として機能しているため、

地域の子ども達が集まる場所であることが何よりの特徴である。また、空き校舎の利活用のた

めの建物の修繕や耐震改修といった初期投資が少なく、美郷地区内で比較的人口が多い場所に

立地していることも特徴である。 

・ 吉野川市美郷支所、診療所、ふるさとセンター、市営住宅、ふれあい公園といった公共性の高

い施設が近接しており、他の空き校舎と比較して美郷地区全体の集落活動の拠点として機能す

ることが考えられる。 

・ 教室棟は一体型であり、片廊下型の伝統的なレイアウトをしている。 

・ 吉野川市都市計画マスタープランにおいても当学校周辺を生活拠点にすることが明示されて

いる。 

諸
条
件

①国道 193 号から西方に進入して 250m に位置している。 

②学校への進入は斜路となっているが、進入道路の市道沿いに駐車場が整備されている。 

③校舎は 2 階建てで、屋内運動場とともに耐震性能を満たしている。 

④運動場は４小学校の中で最も広い。 

⑤防災面での立地に劣るが対策工が施されており、緊急避難地（土砂災害除く）に指定されてい

る。 

⑥中学校運動場が隣接し、最寄りには美郷ふれあい公園があるため、イベント時などには多目的

広場として利用できる。 

校舎

地すべり区域

急傾斜地崩壊危険箇所

国道 193号線

川田川

入口

出典：Google Earth を基に加筆 

運動場

屋内運動場
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種野小学校 
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 中枝幼稚園・小学校 4.3.3

概

要

・ 昭和 61 年 2 月建築、平成 19 年 4 月より休校・休園。 

・ 中枝小学校は、美郷地区の中央部に位置しており、国道 193 号線沿いであることからアクセス

も容易である。 

・ 周辺には八幡神社、川田川、高開の石積みがあり、梅の栽培も盛んである。 

・ 教室棟は一体型であり、1 階は片廊下型、2 階と 3階は中廊下型の伝統的なレイアウトをしてい

る。 

・ 1 階に家庭科室があることから校舎を利活用するにあたって農産物の加工場・調理場を整備しや

すいことが考えられる。さらに、保健室、職員室、遊戯室などの広い部屋も 1 階に位置し、教

室が 2 階と 3 階に位置していることも特徴と考えられる。 

諸
条
件

①国道 193 号から西方に進入して 250ｍに位置している。 

②学校への進入路は急勾配の部分があり、幅員も十分ではない状況である。 

③校舎は 3 階建てで、室数が 19 室と最も多く、耐震性能も満たしている。 

④屋内運動場は耐震性能を満たしていない。 

⑤防災面では比較的優位な立地にあり、緊急避難地（土砂災害除く）に指定されている。 

⑥八幡神社に隣接し、住民が集う場でもある。 

⑦プールの利活用と密集する民家や民地へのプライバシー確保が課題といえる。 

八幡神社 

国道 193号線 

川田川 

入口

地すべり区域

急傾斜地崩壊危険箇所

プール

出典：Google Earth を基に加筆 

校舎

屋内運動場

運動場
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中枝小学校 
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 中村小学校 4.3.4

概

要

・ 昭和 49 年 12 月建築、平成 2 年 4月より休校。 

・ 中村小学校は、平成 2 年休校となり、美郷地区の南西部の山奥深くに位置していることから、

アクセス性は非常に悪い。しかし、山間部であるという立地から、バイオマス関連での活用が

考えられる。 

・ 教室棟は一体型（普通教室、特別教室、管理諸室などが 1 つにまとまっているもの）であり、

片廊下型の伝統的なレイアウトをしている。このため、地域住民にとっても利活用がイメージ

しやすいと考えられる。また、唯一の木造校舎であるため、昭和レトロ、ノスタルジックの面

での利活用が考えられる。 

・ その立地条件や近隣の住民の世帯数が 1 桁、休校になってからの期間が長いことから、今後の

利用がない場合に解体処分も考えられる。 

諸
条
件

①国道 193 号から西方に進入して 8.2km に位置している。 

②学校までの進入路がややわかりにくく、学校敷地内への乗用車での乗り入れも困難な状況とな

っている。 

③校舎は木造で耐震性能を満足しておらず老朽化も見られ、利活用は困難が予想される。 

④防災面では、比較的優位な立地にあるものの、地すべり区域に含まれている。 

県道 250号線

入口

地すべり区域 

出典：Google Earth を基に加筆 

校舎

運動場
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中村小学校 
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 東山小学校 4.3.5

概

要

・ 昭和 57 年 2 月建築、平成 13 年 4 月より休校。 

・ 東山小学校は、平成 13 年に廃校になったものの、他の学校と比較して平地に位置しているこ

とから、勾配を気にすることなく学校に侵入できることと、校舎と屋内運動場までが一体とな

った構造が特徴である。 

・ 教室棟は一体型であり、中廊下型の伝統的なレイアウトをしており、屋内運動場と一体になっ

ていることが特徴である。 

諸
条
件

①国道 193 号から東方に進入して 4.8km に位置している。 

②比較的幅員の広い県道 245 線より 50m に位置している。 

③学校までの進入路は平坦で走行しやすい。 

④校舎は 3 階建てで、耐震が未診断のため、利活用の場合は耐震診断が必要となる。 

⑤屋内運動場は、耐震性能を満たしていない。 

⑥防災面では比較的優位な立地にあり、緊急避難地（土砂災害除く）に指定されている。 

⑦集落のほぼ中央に位置し、アプローチが容易である。 

⑧プールの活用と耐震診断が課題といえる。 

県道 245 号線 

入口

東山谷川 

地すべり区域
県道 43号線

急傾斜地崩壊危険箇所 

出典：Google Earth を基に加筆 

プール

校舎

屋内運動場

運動場
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東山小学校（１階） 
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東山小学校（２階） 
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東山小学校（３階） 
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 美郷中学校 4.3.6

概

要

・ 昭和 45 年 3 月建築、平成 22 年 4 月より休校。 

・ 種野小学校に隣接しており、建物の間取りが複雑な構造かつ、耐震性能を満たしていないこと

が特徴である。また、１階で利用可能な部屋が少なく、２階以上での利用が主になることと、

周辺の地形も勾配が急であることから、高齢者の利用面が厳しいと考えられる。 

・ 広い運動場は、緊急時のヘリポートとしても利用される。 

・ 教室棟は分棟型（教室がいくつかの独立した棟に分かれているもの）であり、特殊なレイアウ

トをしている。 

諸
条
件

①国道 193 号から西方に進入して 300m に位置している。 

②学校への進入は斜路となっているが、進入道路の市道沿いに駐車場が整備されている。 

③校舎は鉄筋コンクリート 3 階建てだが、耐震性能を満たしていないため、利活用の場合は耐震

対策工事が必要となる。 

④防災面での立地に劣るが対策工が施されており、緊急避難地（土砂災害除く）に指定されてい

る。 

⑤種野小学校に隣接していることから、一連した土地利用が可能である。 

国道 193 号線へ

川田川 

入口

地すべり区域 

急傾斜地崩壊危険箇所

出典：Google Earth を基に加筆 

北校舎

運動場

南校舎
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美郷中学校（北校舎１階・北校舎２階・南校舎１階） 
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美郷中学校（北校舎１階・北校舎２階・南校舎１階） 
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4.4 地域運営組織の設立と空き校舎の利活用に関する住民ｱﾝｹｰﾄ及びﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

 美郷地区の住民に対して、地域運営組織の設立と空き校舎の利活用に関する住民アンケートとワーク

ショップを実施した。これらに先立ち、吉野川市の関係部局との調整と、美郷地区の地域審議会及び各

種団体の代表者への事業説明と合意を踏まえて実施した。以下に、住民アンケートとワークショップの

結果を示す。 

 住民アンケート 4.4.1

(1)調査の概要 

■調査目的 

   アンケート調査は、本計画書の作成に先立ち、美郷で現在生活をしている市民の生活の実態や実

感、各公共分野における需要を把握するとともに、地域運営組織の設立と学校の利活用に関する考

えを把握することを目的として実施した。 

   なお、アンケート調査結果の詳細は本計画書の[資料編]に添付している。 

■回答者の属性 

回答者全体の構成を平成 27 年国勢調査による美郷地区の人口構成と比べてみると、60 代以上の

構成比が高くなっている。一方で、60 歳未満のアンケートの回答者は全体の 19％であった。 

0% 0%
2% 3%

14%

31%

50%

5% 5%
7% 6%

13%

21%

44%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

図1-2 年齢

本アンケート回答者 全体 平成27年国勢調査結果 全体

60歳未満の本アンケート回答者 19%

※10代：0人、20代：0人、30代：4人、40 代：5人、50代：24人、 

60代：52人、70 代以上：85人 
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本アンケートの回答者の居住地区を4地区に分けて集計したところ、中枝地区が42％と最も多く、

種野地区が 24％、東山地区が 22％、中村地区が 1％であった。なお、本アンケート調査で美郷地区

の全世帯に配布した調査票の内訳と比較して、ほぼ同様の回収状況であった。 

また、本アンケートの回答者の居住地区別を年代別でみると、中枝地区の 60 代以上の回答者が

最も多かった。 

42%

1%

24%
22%

10%

45%

1%

28%
26%

0%
0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

中枝 中村 種野 東山 無回答ほか

図1-8 居住地区

本アンケート回答者 全体 アンケート配布時の地区別の世帯（全485世帯）

※1 アンケート調査時に配布した全 485 世帯の内訳

項目 人数 構成比 世帯※1 構成比

779-3501（中枝） 73 42.4% 219 45.2%

779-3502（中村） 1 0.6% 5 1.0%

779-3503（種野） 25 14.5% 64 13.2%

779-3504（種野） 17 9.9% 71 14.6%

779-3505（東山） 38 22.1% 126 26.0%

有効回答数 154 90% - -

無回答ほか 18 10% - -

総回答数 172 100% - -

項目 中枝 中村 種野 東山 総計

30代 2 0 1 1 4

40代 1 0 3 1 5

50代 8 0 6 7 21

60代 27 0 14 9 50

70代以上 35 1 18 20 74

総計 73 1 42 38 154

注意）有効回答数に対する内訳 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

中枝 中村 種野 東山

70代以上

60代

50代

40代

30代

73人

1人

42人
38人85%

76% 77%

（人）
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(2)調査結果の集計及び分析結果 

■現在の生活実感・生活実態に対する意識 

   美郷地区での現在の生活実感や生活実態について、生活、集落・むら、安全、福祉・教育・文化、

市民参画の各分野の 20 項目について、「そう思う」、「ある程度思う」、「あまり思わない」、「全く思

わない」の 4 つから回答を得た。 

  【生活実態】について、普段の生活にはある程度満足しているものの、買い物や移動手段、余暇に

困っていることが伺えた。 

  【集落・むら】について、人々の人情が厚くはあるが、働く場所が少ないという意見が多かった。 

  【安全】について、災害への備えを不安に思っていながらも、治安は良いという意見が多かった。 

  【福祉・教育・文化】について、ある程度、安心や明るさ、伝統を感じているものの、文化・スポ

ーツに親しめる環境が整っていないと感じる意見が多かった。 

  【市民参画】について、ある程度、地域活動や行政から情報提供が充実していると感じているもの

の、市民の声を生かしたまちづくりがすすめられていないと感じる意見が多かった。 

36%

35%

40%

35%

10%

31%

16%

10%

16%

77%

10%

4%

37%

10%

10%

7%

2%

6%

3%

8%

46%

40%

22%

24%

24%

43%

32%

36%

40%

8%

28%

20%

37%

24%

20%

27%

10%

22%

13%

30%

6%

10%

23%

23%

33%

10%

32%

31%

28%

5%

35%

45%

14%

36%

37%

41%

46%

43%

45%

37%

5%

4%

7%

10%

24%

8%

12%

13%

7%

3%

19%

24%

6%

23%

21%

15%

34%

23%

31%

20%

8%

10%

9%

8%

9%

8%

8%

9%

9%

8%

9%

8%

5%

6%

12%

10%

8%

6%

6%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.ご近所同士のお付き合いや助け合いがある。

2.現在住んでいる住宅の広さや機能に満足している。

3.商店が少なく、買い物に困る。

4.買い物や病院への移動手段に困る。

5.余暇を楽しむ場所がある。

6.人々の人情が厚い。

7.山や畑が維持され、山里の景観が美しい。

8.市道や農道の管理ができている。

9.山の幸に恵まれ、食べ物や特産物が豊富である。

10.地域内で働く場所が少ない。

11.観光ＰＲが盛んで、来訪者が多い。

12.災害への備えが整っている。

13.治安がよい。

14.老後も安心して生活ができる。

15.子ども達が明るく、楽しく過ごせている。

16.地域の歴史や伝統が継承されている。

17.文化･スポーツに親しめる環境が整っている。

18.町内会などの地域活動や、ボランティアなどの市民活動が盛んである。

19.市民の声を生かした「まちづくり」がすすめられている。

20.行政から市民への情報提供が充実している。

そう思う ある程度思う あまり思わない 全く思わない 無回答ほか

【
生
活
】

【
集
落
・
む
ら
】

【
安
全
】
【
福
祉
・
教
育
・
文
化
】

【
市
民
参
画
】
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(3)地域運営組織に関する考え 

■美郷地区で今後取り組むべきこと 

美郷地区が今後取り組んでいくべきことにつ

いて、「住民の日常の不便に対するサポート」が

42％と最も高かった。次いで、「空き家対策や移

住者への支援」の 21％が続いた。 

■地域運営組織の一員として自身も活躍したいかどうか 

美郷地区の住民が、地域運営組織の一員として

活躍したいかどうかについて、「そう思う」と「ど

ちらかといえば思う」の合計は 30％であった。

一方で、「思わない」と「どちらかといえば思わ

ない」の合計が 38％であり、思わないと考える

住民の方が多かった。 

■地域運営組織があれば協力や応援をしたいかどうか 

   美郷地区の住民が、地域運営組織に協力や応援

をしたいかどうかについて、「そう思う」と「ど

ちらかといえば思う」の合計は 49％と約半数で

あった。一方で、「思わない」と「どちらかとい

えば思わない」の合計が 21％であり、協力や応

援をしたいと考える住民の方が多かった。 

住民の日常

の不便に

対する

サポート

42%

催し物、お祭り

やイベントの開

催で人を集める

5%

空き家対策や

移住者への

支援 21%

地域の相談所と

して吉野川市と

の連携 11%

分からない

13%

その他

2%

無回答ほか

6%

図4-1 どのようなことに取り組むべきか

そう思う

11%

どちらかとい

えば思う

19%

どちらとも

いえない

29%

どちらかとい

えば思わない

16%

思わない

22%

無回答ほか

3%

図4-2 地域運営組織の一員として活躍したいか

そう思う

23%

どちらかと

いえば思う

26%

どちらとも

いえない

25%

どちらかと

いえば思わ

ない 9%

思わない

12%

無回答ほか

5%

図4-3 地域運営組織があれば協力したいか

【[思う]に回答いただいた方々の声の例】 

・高齢だが出来る事はしたいと思う、出来る事があれば協力したい、地域のためになることなら協力する 

・美郷に住んでいるから、美郷がすきだから 

・美郷という地名が後世に残り、住民たちが豊かな暮しが出来れば、少しでも人口が増え活力ある地域になれば一

緒に協力したいです。 

・活動には、1人でも多く参加すると活力が生まれるから 

・極力応援をします 子供の声がする町作りをお願いします 

・もちろん、地域が活性化し、元気になれるのはうれしいから。 

・何か役に立つことがあるかも？「美郷のためならば」 

・とても良い環境なので、美郷が好きなので 

・美郷が衰退していくので少しでも歯止めになれば協力したいと思う。 
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(4)地域運営組織にとって大切なこと 

   美郷地区の住民が思う地域運営組織にとって

大切なことについて、「日頃から美郷で生活して

いる」、「組織を維持できるだけの収入の確保」、

「地域をまとめられる人材」、「組織に対する住民

の理解と協力」が比較的多かったが、偏りのある

項目はなく、多くの意見が同程度であった。 

(5)地域運営組織に対するまとめ 

・地域運営組織に対して、自分自身が活躍したいかというと、高齢のためにできないと思う人が多

いものの、協力や応援であれば、積極的にしたいと思う住民が多い。 

・協力や応援の中には、美郷が好きで、地域のことを想う意見がとても多い。 

・地域運営組織には、「日頃から美郷で生活している」、「組織を維持できるだけの収入の確保」、「地

域をまとめられる人材」、「組織に対する住民の理解と協力」などが必要と考える意見が多い。 

①日頃から

美郷で生活

している

16%

②美郷に新しい

風を吹き込んで

くれる 9%

③若主導で地域

をけん引する

7%
④組織を維持で

きるだけの収入

の確保 13%⑤住民の

生活の質の

維持･向上

9%
⑥自主的･自発的

な考えや行動 5%

⑦地域をまと

められる人材

14%

⑧組織に対す

る住民の理解

と協力

14%

⑨美郷の様々な

課題解決に向け

た組織力

10%

⑩その他 2% 無回答ほか

1%

図4-4 地域運営組織にとって大切なこと
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(6)学校の利活用に関する考え 

■どの学校が魅力的か 

  美郷地区の住民が思う魅力的な空き校舎について、以下に示す。1 位が多かったのは「種野小学

校」、次いで「美郷中学校」、「中枝小学校」であった。 

また、魅力的だと思った空き校舎の理由について、「美郷の新たな拠点としてふさわしいと思っ

た」が 44％と最も高く、その他の理由はほぼ横に並んだ。 

項目 1位 2位 3位 4位 5位

種野小学校 54 51 38 14 2

中枝小学校 41 31 57 29 2

中村小学校 0 1 4 4 146

東山小学校 21 14 29 94 2

美郷中学校 48 62 32 15 3

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

種野小学校

中枝小学校

中村小学校

東山小学校

美郷中学校

1位 2位

3位 4位

5位

美郷の新た

な拠点とし

てふさわし

いと思った

44%

自分の家の

近く 8%

道路が

整備され、

近づき

やすい 11%

建物がきれいで

丈夫そう

9%

敷地が広くて校

舎が大きい

7%

自分の母校

7%

その他 5%

無回答ほか

9%

図4-6 魅力的と思った校舎を選択した理由
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■空き校舎の利活用について 

美郷地区の空き校舎の利活用について、「種野小学校」、「中枝小学校」、「美郷中学校」の活用を

望む意見が多く、「東山小学校」はその地域の住民の意見に任せるが多く、中村小学校は解体して

処分するという意見が多かった。 

   美郷地区の空き校舎の利活用について、各学校への回答を以下に示す。 

   ・「種野小学校」は、「地域住民の憩いと集いの場・集会所」、「高齢者のための福祉施設として利

用」が多く、「宿泊施設・体験施設」が続いた。 

   ・「中枝小学校」は、「地域住民の憩いと集いの場・集会所」が多く、「宿泊施設・体験施設」が

続いた。 

   ・「中村小学校」は、先の設問で「解体して処分する」が多かったため、利活用に関する回答が

少なかった。 

   ・「東山小学校」は、「地域住民の憩いと集いの場・集会所」が多く、「高齢者のための福祉施設

として利用」と「宿泊施設・体験施設」が続いた 

   ・「美郷中学校」は、「高齢者のための福祉施設として利用」が多く、「地域住民の憩いと集いの

場・集会所」、「宿泊施設・体験施設」が続いた。 

  全体的な傾向としては、地域住民の憩いと集いの場・集会所」、「高齢者のための福祉施設として利

用」、「宿泊施設・体験施設」の回答が多かった。 

項目 活用を望む
その地域住民の
意見に任せる

解体して
処分する

興味がない 分からない

種野小学校 63 29 3 5 8

中枝小学校 63 38 4 2 9

中村小学校 9 24 49 8 17

東山小学校 39 47 9 9 11

美郷中学校 58 29 5 3 13

種野
小学校

中枝
小学校

中村
小学校

東山
小学校

美郷
中学校

28 27 2 21 21

29 11 1 19 24

12 0 1 2 4

13 10 3 14 16

19 22 4 17 21

15 11 1 5 18

15 10 5 13 11

3 1 0 2 4

企業・個人に貸し出し、または売却する

その他

項目

地域住民の憩いと集いの場・集会所

高齢者のための福祉施設として利用

学童保育のための施設として利用

農林施設・美郷の農産物の加工場

宿泊施設・体験施設

催し物、お祭りやイベントとの連携や資料館
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 ワークショップ 4.4.2

(1)第１回ワークショップ 

平成 29 年 11 月 7 日に第１回ワークシ

ョップを開催した。そこでは、地域運営

組織の設立に向けて、美郷をより良くす

るための課題が何であるか、９人の住民

と話し合いを行った。以下に、ワークシ

ョップのテーマ及び住民の意見を示す。 

議論テーマ① 
未来の美郷をよくするために、「住み慣れた地域で暮らしつづけるためには何が

必要ですか？」 

意見の例 

・若者、子ども、人、ご近所さんがいること 

・空き家の対策や活用 

・カフェ（仕事）、働く場所、庭木の剪定（シルバー人材の活用） 

・元気でいること、何でも自分でする気持ち 

・スーパー、コンビニ、移動販売のお店、病院 

・住居のリフォームとその補助金、若者向け住宅、小学校を住宅に 

・子どもの帰省回数を増やす、人口流出の歯止め 

・文化財、観光協会と情報発信（蛍、梅酒、オンツツジ、石積みなど） 

・行政からの住民サービス、子育て支援 

議論テーマ② 
未来の美郷をよくするために、地域が運営する組織を作ることが決まりました！

「その中で、私は、〇〇ができる（〇〇がやりたい）ことは？」 

意見の例 

・人と人を繋ぐ役割 

・話し相手や声かけ（お宅訪問） 

・体験リーダー、自然素材を用いたものづくり、おもちゃ道具づくり 

・昔のことや地域の伝統を伝える、美郷の PR 

・若者や移住者に対する生活のいろはを教える 

・草取り、花づくり、苔玉づくり 

・美郷の素材を使った料理、お菓子づくり 

・観光農園や農作物の出品 

・地域運営組織の電話番、空き家の管理や登録 

第１回ワークショップの開催状況
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(2)第２回ワークショップ 

平成 29年 12月 19 日に第２回ワークシ

ョップを開催した。そこでは、学校の利

活用について25人の住民と話し合いを行

った。以下に、ワークショップのテーマ

及び住民の意見を示す。 

   各テーマによって６グループに分け、

それをプレゼンした後に人気投票を行い

点数化した。以下に第２回ワークショッ

プの概要を示す。 

表 4.4-1(1) 第２回ワークショップの概要

Gr テーマ 点数 概要 

Ａ 
高齢者・子ども・若

者の交流場所を作る 
11 点 

・ 空き校舎を使って「地域の多世代が交流できるイベント」を開催する。 

・ イベントとしては、カラオケ、ゲートボール、グラウンドゴルフ、バザー、生

け花、アート、食事、花植え、健康教室、輪投げ、大学生との交流など。ただ

し、個人ではできないため、地域住民の協力が必要になる。 

・ 交流拠点としては、種野小学校が良いと考えられる。その理由は、維持管理や

費用面が課題になる中で、現在学校として機能しているのですぐに使えること

が一番のメリットと言える。また、外国語を子どもに教えてあげることで、子

どもの思い出づくりもできると考えられる。 

・ 種野小学校を使って子どももお年寄りも主役の地域の運動会を開催し、一大イ

ベントができればと考えられる。 

・ 空き校舎の利活用については、お金を儲ける仕組みが必要になる。はじめは行

政のサポートが無ければどうしようもないので、そこから始め、学校の利活用

が波に乗ってお金を稼ぐことができるようになれば、住民に移行していけば良

いと考えられる。 

Ｂ 農作物 18 点 

・ 空き校舎を使って「体験型観光学校」を実施する。 

・ 美郷にある農作物が無くならず、今後も増えていくような学校の利活用が必要

である。そこで、空き校舎の各教室に、美郷の農作物の先生を置き、キウイ、

ブルーベリー、しいたけ、梅干し、蜂蜜といった農作物の教室を開催し、受講

者を募る。そして、それを利用した農家レストラン、ジビエレストラン、カフ

ェといった飲食店を併設する。また、ジビエ肉を処理する加工場も作り、飲食

店に供給するといった仕組みにすることで、一体となった学校の利活用を行う。 

・ 受講者がしっかりと農業を学ぶためには、託児所も必要になる。以上が実現で

きれば、美郷地区内の荒れ地を防ぎ、農作物も増えていくと考えられる。さら

に、それらを発展させて地区の株式会社を作る。美郷地区の人を見渡すと、担

当はすでに決まっているようなものである。そして、美郷地区が海外に誉めら

れることを目指していく。 

表中の点数は、ワークショップ時に持ち点を 3点有する参加者が、好みのテーマを 3つ選択して投票した結果を指す。 

第２回ワークショップの開催状況
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表 4.4-1(2) 第２回ワークショップの概要（続き） 

Gr テーマ 点数 概要 

Ｃ 宿泊施設 17 点

・ 空き校舎を使って「宿泊施設」を運営する。 

・ 現在、美郷地区内には団体や大人数を引き受けられる宿泊施設が少ない。 

・ 宿泊施設が実現できれば、今まで美郷で培ってきた活動に付加価値が付くこと

が考えられる。また、南海トラフ地震で被害を受けた地域の避難場所としての

利用も可能と考えられる。 

・ 学校の利活用については、１つだけを目的とするのではなく、人が集う場所、

学ぶ場所、働く場所といった複合的に利用することが考えられる。宿泊施設は

その中の１つである。 

・ 学校を利活用した宿泊施設は低料金とし、学校を立派にする必要はない。その

代わり、美郷の食材を使った心のこもった料理を提供する。 

・ 運営が課題である。一個人では実現が難しいので、協働出資や協力が必要にな

ると考えられる。 

Ｄ 
ビジネス 

グリーンツーリズム 
11 点 

・ 空き校舎を「健康をテーマとした地域交流・国際交流の場」として利活用する。 

・ 空き校舎で宿泊体験型の健康道場を開催する。徳島県は薬草が豊富であるため、

外国人に対して日本のハーブとして紹介する。 

・ 若者や外国人に対して、先人達の衣食住の知恵を伝える。また、それを活かし

た商品開発を進める。 

・ 美郷地区を脱炭素社会のモデル地区にするため、バイオマスや小水力発電、太

陽光発電の整備を進めていく。美郷は小さな地域なので、バイオマスで日本一

を目指すことは十分可能であると考えられる。また、それが実現できれば国内

外から数多くの来訪者が訪れることが期待される。 

・ 美郷のポテンシャルを考えると、上勝町の葉っぱビジネスに代わる薬草ビジネ

スが可能であると考えられる。 

Ｅ 
企業・個人等への貸

し出し 
7 点 

・ 空き校舎を「企業・個人へ貸し出し」して利活用する。 

・ どの学校という指定は無く、学校を利用したいと考えている企業や個人へ貸し

出しする。 

・ 美郷内の人たちへ貸し出す場合、農産物・木工・梅酒製造の加工所、集会所、

観光事業の事務所などに使えると考えられる。 

・ 教室は他にもスペースがあるので、美郷外の方々の利用も考えられる。美郷の

自然と交通のアクセスからの良さをアピールして企業を誘致したり、美郷の産

業がより良くなる分野の企業を誘致すること、大学への貸し出しなどが考えら

れる。 

・ 耐震性能を満たしていない校舎については、売却を検討する。 

Ｆ
テーマ無し 

（宿泊がメイン） 
7 点 

・ 空き校舎を「体験型宿泊施設や合宿場所」として利活用する。 

・ 美郷が中山間地域に位置していることから、長距離ランナーなどのスポーツ選

手の合宿地や陸上競技の合宿地として有効と考えられる。その他、ドローンの

練習場や学童保育として利用する。 

・ 施設を使って頂くためには、施設のリフォームが必要である。また、合宿地と

して利用して頂くためにスポーツジムを整備する。 

・ 空き校舎の利活用の問題は、管理運営である。施設を指定管理にするのか、体

制をどうするのかといったことが考えられる。 

表中の点数は、ワークショップ時に持ち点を 3点有する参加者が、好みのテーマを 3つ選択して投票した結果である。 
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4.5 先進事例から見た空き校舎の利活用の手法と効果 

先進事例については、全国の廃校施設等の活用事例と小さな拠点づくりの活用事例を収集・整理した。

収集した事例は非常に数が多いため、その詳細は本計画の[資料編]に添付している。 

 ここでは、中山間地域である美郷地区の現状を踏まえて徳島県の先進事例である美馬市木屋平の事例

と、全国の様々な事例から比較的類似している事例の２つ（京都府京丹波町、大分県宇佐市）をそれぞ

れ示す。 

 徳島県美馬市木屋平地区 4.5.1

  平成 27 年度国勢調査によると、木屋平地区の人口は 639 人である。同地区では旧木屋平中学校

を改修し、日常の生活に必要なサービスを提供できる拠点（小さな拠点）を整備した。 

 【本例を示した理由】 

  美郷地区よりも南西部でさらに山間部に位置しているものの、小さな拠点整備の先進的な事例で

あるため。 

出典：内閣府 地方創生事例集（小さな拠点・地域運営組織版） 
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 京都府京丹波町質美地区 4.5.2

   京丹波町の質美地区は、人口が 500 人未満の小さな集落である。集落の中心部に旧質美小学校が

位置しており、閉校にあたって建物を改修してテナントを設け、地域住民との交流の場になってい

る。 

 【本例を示した理由】 

  質美地区は、実際に学校を利活用するまでの背景や規模が美郷地区に似ている。利活用の当初、

地域住民の交流の場として始まったが、徐々に拡大して来訪者が増加している状況にあり、美郷地

区においても、学校を利活用して小さなことから始める第一歩として、参考になると考えられる。 

出典：内閣府 地方創生事例集（小さな拠点・地域運営組織版） 
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 大分県宇佐市深見地区 4.5.3

   大分県宇佐市深見地区は、旧深見中学校を改修して宇佐市地域交流ステーションを整備した。農

山村の諸課題の研究活動や課題解決、人材育成を図るため地域コミュニティ組織連絡協議会と大分

大学経済学部が締結した「連携・協力に関する協定」が円滑に進むように、学生たちが長期間、継

続して活動できるよう、インターネットを整備した研究室（地域・大学協働実習拠点施設）、ベッ

トルーム（休憩室）、シャワールームを備えた。 

 【本例を示した理由】 

  深見地区は、実際に学校を利活用するまでの背景や規模が美郷地区に似ている。はじめに、行政

が廃校となった学校を改修し、域学連携の活動拠点を整備した。美郷地区においても大学の教員及

び学生が地域おこしのための研究を進めているところであるが、学生が宿泊できない状況が課題と

なっている。そういった背景の下、宇佐市深見地区が学校の利活用として参考になると考えられる。 

出典：内閣府 地方創生事例集（小さな拠点・地域運営組織版） 
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 類似例へのヒアリング 4.5.4

(1)京都府京丹波町質美小学校 

年・項目 概要 

平成 22 年 3 月 質美地域振興会によって「質美小学校の閉校に伴う諸問題検討委員会」を設置 

８団体（振興会・公民館会・農業団体・老人会・ＰＴＡ・消防団・民政委員・区長会）からの代表

＋公募の計 13名で構成 

＜検討内容＞ 

・ 閉校活用の学校視察、資料収集 

・ 閉校に伴う諸問題の検討 

・ 活用するか否かの検討 

・ 住民アンケート（８割方の賛成を受けて活用を決定）・懇談会・講演会 

・ 活用方法、管理方法、運営資金を検討 

・ 閉校セレモニーを開催（平成 23年 3月） 

平成 23 年 4 月 質美地域振興会によって「小学校等活用検討委員会」を設置  会合は計 14回行った 

・ 活用についての諸問題の検討 

・ 活用方法、管理方法、使用者の募集方法、運営資金捻出方法等の検討 

・ 町行政とのすり合わせ、交渉 

平成 23 年度中 この 1年間、何もしない状態でかかる維持費を町が計算した。その結果、約 100 万円の維持費が生

じることが発覚した。町と調整し、町が 75％の 75 万円、質美地域振興会が残りの 16 万円の財源

を確保し、計 91万円で運営することになった。 

平成 24 年 4 月 旧質美小学校を「質美笑楽講」として活用を開始（管理運営は質美地域振興会） 

・ 財源を見直しし、計 70 万円（町が 55 万円、質美地域振興会が 15 万円）で平成 25 年度を運営

することになった。 ※セコム、固定電話の解約 

・ 平成 24年度に体育館屋根を改装（全額の約 170 万円を町が負担） 

平成 25 年度 ・ 平成 25年度に自動火災報知器を設置（全額の約 84万円を町が負担） 

 これにより消防法をクリアーできたので、不特定多数を対象とした営業が可能となり、常時占有

使用は 11室に拡大した。 

来訪者 ・2012 年  5,600 名 ・2013 年  6,800 名 ・2014 年 15,000 名 

・2015 年 20,000 名 ・2016 年 25,000 名 

利活用が増えてい

る要因 

・ 住民アンケートの結果を踏まえたことと、校舎の使用までに一定の準備期間を設けたため、住

民の理解が得られた。 

・ 夏休みの終わりに住民総出で小学校の草取りなど掃除をする地元の取り組みが以前からあった

ため、協力が得られやすかった。 

・ 住民合意により使用意志をはっきり打ち出したことで町の協力が得られた。 

・ 「絵本ちゃん」を開いた人がフェイスブックなどの SNS で積極的に紹介してくれたため、地域

のみんなが想定していたよりも、町内外からの来訪者が多く、結果として使用希望者も増え、

さらに笑楽講を魅力あるものにしてくれた。 

・ 学校の活用がはかられているため、行政側からも支援が得られるようになった。 

今後の目標 ・ 地域住民のさらなる利用の拡大 

・ 常時使用者、来訪者と地元民との交流の拡大 

・ 笑楽講の定着化（地域住民にとっての自慢、よりどころとなる）。またこれらの実現のための方

策並びに実現方法の案出しの実施 

・ 常駐できる人の確保と費用の捻出 

学校を利活用する

にあたって一番大

切なこと 

スモールスタート（小さなことから、できる人がやる）で、自分の楽しみを精一杯がんばって笑顔

でいることである。それが誰かの楽しみになってどんどん繋がっていく。課題があるとすれば、地

域住民の意識をどうやって高めて改善していくかだと思う。少なくとも、自分が年をとったときに

困らないような地域することを常に考えている。 

ヒアリング実施日：H29.11.24
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出典：Google Earth
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(2)大分県宇佐市深見地区 

年・項目 概要 

平成 21 年 11 月 ・ 深見地区まちづくり協議会を設立 

・ 部会（地域づくり部会、教育分化部会、健康福祉部会、生活環境部会）と事務局、会長等で構

成。会員は地域全住民を対象としている。 

・ 協議会の目的は、「住民と行政との協働により、まちづくり計画に基づき住民自らがまちづくり

を考え、行動し、地域資源をいかした住みよいまちづくりを推進」とした。 

平成 22 年 4 月 ・ 市との間で地域コミュニティ組織認定書交付式及び共同協定書を締結 

平成 24 年 8 月 ・ 宇佐市地域コミュニティ組織連絡協議会を設立 

・ 大分大学経済学部との連携・協力に関する協定書を締結 

平成 25 年 2 月 ・ 大分県小規模集落応援隊 県知事表彰 

平成 25 年 4 月 ・ 旧深見中学校を市が「宇佐市地域交流ステーション」に改修し、深見地区まちづくり協議会が

指定管理になる。また、大分大学経済学部の農山村未来創造室を併設 

地域おこしのため

に一番大切なこと 

何かをやれる、やりたい人が小さなことを一つ一つしていくことが大切である。地域の住民は、自

分たちが当たり前に思っていることが、地域外の人にとって珍しく良いことであるということが分

かっていないことが多い。まちづくり協議会で、そういったことを見つけてあげて、表に出して、

その良さを誉めてもらえるようにすることが大切である。そういったことの積み重ねで地域の意識

が変わる。 

ヒアリング実施日：H29.11.27 

H21 H22 H23 H24 H25 H26

地域保全活動・仙の岩周辺草刈り ○ ○ ○ ○ ○ ○

爺・婆先生学校へ行く ○ ○ ○ ○ ○

ひまわり祭り ○ ○ ○

深見ふれあい大運動会 ○ ○ ○ ○ ○

子ども体験合宿 ○ ○ ○ ○ ○

深見秋祭り ○ ○ ○ ○ ○

耕作放棄地解消放牧モデル事業 ○ ○

深見児童クラブ開設 ○

大分大学　農山村未来創造塾　地域活動 ○ ○ ○

竹細工教室 ○

安心院神楽 ○ ○

公演会 ○ ○ ○ ○

小規模集落応援 ○ ○ ○ ○ ○

花いっぱい運動　花壇設置・整備　寄せ植え講習会 ○ ○ ○ ○ ○

東日本大震災支援活動　「七夕ぶどう」 ○ ○ ○

深見フォトコンテスト ○ ○ ○

自慢のわが町作り　ほう酸団子 ○ ○ ○ ○

県・市への生活環境改善提案　県道危険箇所改善依頼　公営住宅建設依頼 ○ ○

しめ縄作り（伝統工芸伝承活動） ○ ○ ○ ○ ○

広域農道維持管理委託 ○ ○ ○

林道整備事業委託 ○ ○ ○

個
別
団
体
の
活
動
支
援

協
議
会
主
催

自己
資金
獲得

項目
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出典：Google Earth
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(3)類似事例へのヒアリングに基づく空き校舎利活用による町おこしの流れ 

   類似事例へのヒアリングを踏まえて、学校の利活用を進めていくための初期段階の動きや検討課

題を表 4.5-1に示す。今後、美郷地区において地域運営組織の活動や空き校舎の利活用が進められ

ることになれば、同様の課題が生じることが予想される。 

表 4.5-1 ヒアリングに基づく学校の利活用初期段階までの検討課題など 

■学校の利活用前・まちづくり協議会（地域運営組織）等の設立前段階 

・空き校舎の利活用を「行政に委ねる」、「地元住民で活用する」、「貸し出し、売却」、「解体処分」といった選択肢

が考えられるため、その方向性を地元住民で話し合う必要がある。 

・地元住民で活用する場合、活用する組織について現存する各団体との中で話し合い、地域運営組織（まちづくり

協議会、振興会など呼称は様々）といった新たな組織づくりが必要になる。このとき、現存する各団体の高齢化

率や人員、将来性を踏まえて、各団体を含めた地域全体の組織づくりも選択肢になる。 

・運営資金・自己資金の確保の検討が必要になる。現実問題として、前段階では資金面で不明のことが多く、行政

による支援から始まるものの、将来的に独自で運営できるようにしていくために資金面の確保を検討する期間が

必要になる。 

・特に閉校直後の学校を利活用する場合、学校を何も利活用していない状況での維持費（水道代、電気代、電話代

等）の把握に 1 年間が必要になる。そして把握した維持費について、行政、地域運営組織との間で金額負担の折

り合いが必要になる。 

・組織づくりの時点で、地域をより良くするための動きであるものの、住民が行政から見放されると誤解や勘違い

しやすく、住民の理解と自立の必要性の認識が追いついていない場合が多い。 

・現存の地域組織では、意志決定において高齢者の声が強く、若者や女性の意見が反映されにくい場合がある。 

・さらに、無責任な意見によって前向きに動いている人たちの動きが阻害される場合がある。 

・地域を良くするためには、その地域をどういう地域にするかという将来のテーマを決める必要がある 

（例①：地域の子どもが定年になっても帰ってこられる地域） 

（例②：地元の生きがいを創造して夢を応援する地域） 

（例③：お嫁さんが来ても不自由が少なく居心地の良い地域）   など 

・少子高齢化の著しい地域では、地域の子ども達が就学や就職で地域から出て行くものということを前提に、地域

のテーマを見定め、少しずつ変えていくことが現実的である。 

・地域活動及び学校の利活用にはスモールスタート（小さなことから、できる人がやる）で少しずつ地域を変えて

いく考えと、それを実行するリーダーシップのある者が必要であり、地域の理解は後から追いついてくるものと

いうのが現実である。 

・以上の様な内容について、地域運営組織が独自に何度も話し合いをして目標を具体化するとともに、実現のため

に住民が主体的に動くことが何よりも重要である。 

■設立初期段階 

・地域運営組織及び学校の利活用についての設立初期段階は、学校の利活用や地域住民との連携が明確に定まって

いない可能性が高いため、「小さなことから、できる人がやる」という始まりになる。 

・運営資金を確保するための取り組みを検討し実践する必要がある。この取り組みについては、地域の実態に照ら

し合わせた行政からの協力が必要になるため、他の地域の事例を参考に、地域運営組織から行政に対して要望・

提案を行う必要がある。 

・学校を利活用している者から地域住民に何らかの協力をお願いしたときに、住民の理解が追いついていないこと

から協力を得られにくいことが現実として多い。全体的な住民の理解は、地域活動を少しずつ積み重ねることで

地域全体がまとまるとともに追いついてくる。また、それを前提として地域運営組織が前向きに活動していく必

要がある。 

・空き校舎の利活用の取り組み内容によっては、新聞やマスコミ、地方紙にＰＲしてもらえることになり、それが

来訪者の増加と住民の意識改善に寄与することになる。
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第 5 章 美郷地区における空き校舎の利活用案 

5.1 空き校舎利活用の考え方 

 基本的な考え方 5.1.1

   第４章に示した住民アンケート及びワークショップにおける住民の意見や空き校舎の諸条件を

踏まえると、美郷地区全体のための地域交流拠点を整備するにあたっては、基本的な考え方として

以下が上げられる。 

  ①種野小学校を拠点とした整備を行う 

   住民アンケートの結果では、美郷の新たな地域交流拠点として最も望ましい施設として、種野小

学校が１位であった。この結果は、他の学校が閉校になってからの期間が長く、本計画書作成時点

で種野小学校が幼稚園・小学校として機能していることや、美郷地区内で比較的人口が多い場所に

立地していることなどが主たる要因と推察される。 

   種野小学校に関しては、その他の空き校舎と比較して利活用のための建物の修繕や耐震改修とい

った初期投資が少なく、周辺には吉野川市美郷支所、診療所、ふるさとセンター、市営住宅、ふれ

あい公園といった公共性の高い施設が近接しており、美郷地区全体の集落活動の拠点として優位な

点が多い。 

さらに、吉野川市の上位計画では、マスタープランにて当学校周辺を生活拠点にすることが明示

され、総合戦略の中でも美郷地区に交流拠点を１拠点形成することを目標としていることも踏まえ

ると、種野小学校を地域交流拠点にすることを基本的な考え方の１つとして考えられる。 

②地域運営組織の活動拠点である公の複合型施設として整備し、指定管理制度を導入する 

   住民アンケート及びワークショップでは、美郷をより良くするための多種多様な意見が交わされ

た。それらの意見を踏まえると、拠点整備には何らかの１つの機能を持つ施設にするのではなく、

地域運営組織の活動拠点として公的な複合型施設として整備し、運営法法としては指定管理制度の

導入等が考えられる。 

  ③地域の多世代が集い、市外の人と交流することができる多目的交流拠点を形成する 

   住民アンケートでは、空き校舎の利活用に求められることとして、「地域住民の憩いと集いの場・

集会所」、「高齢者のための福祉施設として利用」が上位であった。このことから、地域の多世代が

集い、市外の人と交流することができる多目的交流拠点を形成することを基本的な考え方の１つと

して考えられる。 

   以上を基本的な考え方として、以下に住民ニーズに基づく空き校舎の利活用案を整理して示す。 

①種野小学校を拠点とした整備を行う 

②地域運営組織の活動拠点である公の複合型施設として整備し、指定管理制度を導入する 

③地域の多世代が集い、市外の人と交流することができる多目的交流拠点を形成する 
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5.2 住民ニーズに基づく空き校舎の利活用案 

 以下に、住民アンケートとワークショップに基づいて空き校舎に求められる機能と、地域の実情と地

域性を考慮した付加機能を整理して示す。 

 住民アンケートに基づく空き校舎に求められる機能 5.2.1

   住民アンケート結果では、空き校舎の利活用について「地域住民の憩いと集いの場・集会所」、「高

齢者のための福祉施設として利用」、「宿泊施設・体験施設」の回答が多かった。この結果は地域の

高齢化率が 50％を越えている現状が影響していると推察されるものであり、空き校舎を利活用する

ことで地域住民の居場所が求められている。 

   他方で、美郷地区が有する自然や農業に対して、地域外の来訪者が触れ合うためのエコツーリズ

ムやサマースクールなどが必要と考える住民も多いことが伺える。 

   なお、中村小学校については「解体して処分する」の意見が多く、空き校舎の利活用についての

回答も少なかった。 

■地域住民の憩いと集いの場・集会所 

   アンケート結果によると、種野小学校、中枝小学校、東山小学校、美郷中学校に共通して、地域

住民の憩いと集いの場・集会所にして欲しいという意見が多かった。このことから、美郷地区の各

集落において、人が繋がりあえる場所を求めていると考えられる。 

今後、美郷地区内に地域交流拠点が整備される場合、住民が気軽に集まって話し合えるような機

能が求められる。 

■高齢者のための福祉施設として利用 

   アンケート結果によると、種野小学校、東山小学校、美郷中学校に共通して、高齢者のための福

祉施設として利用して欲しいという意見が多かった。現在、美郷地区内には、介護サービスを提供

する施設として、「特別養護老人ホーム美郷」、「グループホーム美郷」、「吉野川市美郷在宅介護支

援センター」、「美郷デイサービスセンター」の４つがあるものの、美郷字毛無の一帯に集中してい

るため、各集落で介護・福祉のサービスを受けられるような場所が求められていると考えられる。 

   しかしながら、介護・福祉施設のサービスを、地域交流拠点で提供することは現実的に困難であ

ると考えられるため、高齢者が集う憩いの場や、健康増進の体操を行うなどのイベントによって、

高齢者の健康維持に繋がる機能が求められる。 
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■宿泊施設・体験施設 

   アンケート結果によると、種野小学校、中枝小学校、東山小学校、美郷中学校に共通して、宿泊

施設・体験施設にして欲しいという意見が多かった。これは、美郷地区が有する自然環境を誇りに

考えている住民が多く、それを地域外の人にも体験して欲しいと考えていることが伺えられ、ワー

クショップでも空き校舎を宿泊施設にする意見が多かった。空き校舎を利活用して本格的な宿泊施

設を実現することは困難であるものの、簡易的にでも宿泊することができれば、日帰りではない自

然体験などの幅が広がることが期待でき、さらに過疎地において顕著な空き家問題とも並行して検

討することで、さらに充実した体験を提供できると考えられる。 

また、宿泊施設としての利活用については、大学等の研究機関との連携の中で、学生向けの簡易

宿泊施設が考えられる。この理由として、国全体として大学等の研究機関と連携した地方創生が活

発であり、美郷地区においても同様の流れを生み出すことで、六次産業の開発、地域おこし、古民

家・空き家の研究等を推進することが期待できる。このとき、美郷地区にサテライトラボや学生向

けの簡易宿泊施設が無いことが課題となるため、この機能を備えることで大学等との連携の促進が

期待できる。 
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 ワークショップに基づく空き校舎に求められる機能 5.2.2

   平成 29 年 12 月 19 日に開催した第２回ワークショップで住民から起案された空き校舎の利活用

について、個別の事業や活動を以下のように整理した。

表 5.2-1 ワークショップを踏まえた事業や活動の案

事業･活動／主な施設 

①農家レストラン 

厨房･食堂･食材調達システム 

⑨伝統的ものづくり 

材料調達･加工所･工作室･調理室 

②ジビエレストラン 

解体処理施設･調理室･貯蔵庫･厨房･食堂 

⑩体験ツアー（自然･農業） 

活動場所･指導者 

③カフェ 

厨房･食堂･食材調達システム 

⑪薬草ビジネス 

生産･加工･展示･販売 

④人材育成（農産物栽培教室） 

キウイ･ブルーベリー･椎茸･梅干し･蜂蜜 

⑫多世代交流型イベント 

ゲーム･趣味･運動･健康･生涯学習 etc. 

⑤託児所 

保育室･児童館 

⑬合宿誘致 

大学･運動選手･青少年･スポーツジム 

⑥宿泊所 

寝室･厨房･食堂･浴室 

⑭娯楽施設 

居酒屋･温泉･歓楽街 

⑦脱炭素社会 

バイオマス調達･加工所･備蓄庫･ボイラー 

⑮貸し出し・貸し部屋 

加工所･集会所･事務所等 

⑧健康道場 

診療室･道場･更衣室･シャワー室 

⑯売却 

耐震性能が無い校舎 

   ワークショップでの意見は、空きスペースを貸し出しすることによる利用形態が基本であり、主

体となる実施者や創業者がいることで達成される利活用案が多いことが分かる。その中で、美郷の

自然や農産物をテーマとしたものと、人材育成や新たな地域づくりといったテーマのものに大別さ

れる。 

   以上を踏まえ、ワークショップに基づく実現性の高い機能は、①飲食関連機能、②自然体験機能、

③人材育成機能、④地域づくりの４つの機能として以下に整理した。これらは空き校舎の利活用の

案であるが、人材育成機能や地域づくり機能は地域交流拠点にも望まれる機能と考えられる。 

表 5.2-2 ワークショップを踏まえた空き校舎に求められる機能

機能 管理運営主体 

①飲食関連機能 実施者・創業者（地域内外問わず） 

②自然体験機能 実施者・創業者（地域内外問わず） 

③人材育成機能 地域の住民 

④地域づくり機能 地域の住民 
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 地域の実情と地域性を考慮した付加機能 5.2.3

   以下に、住民アンケートとワークショップだけでは抽出されなかったものの、美郷地区の実情や

地域性を考慮したときに求められる機能を示す。 

■防災・自治機能 

   美郷地区は中山間地域であることから、地すべり、土石流などの土砂災害が生じる可能性のある

範囲が広がっている。そのため、地域交流拠点では災害時の避難場所と防災機能の拡充が求められ

る。 

■健康増進機能 

   現在、美郷地区で生活している住民の半分以上は、65 歳以上の高齢者である。今後も高齢者が元

気で活力のある生活を送るために、運動場や屋内運動場にて健康増進のイベントを開催するなどが

求められる。また、こういったイベントを通じることで地域がまとまり、地域運営組織の理解と発

展に繋がることが期待される。 

■子どもの学びと遊びの場としての機能 

   種野幼稚園・小学校は平成 30 年 3 月に廃校となり、以降は高越小学校（仮称）に再編される。

以降、スクールバスや学童、児童館、放課後児童クラブの取扱いにもよるが、特に種野小学校を対

象に、放課後や休日の子どもたちの居場所、遊び場として機能することが求められる。さらに、図

書室の維持、遊具の貸し出し、学習室などを設けることで、子ども達にとって思い出に残る場所、

気軽に相談に来られる場所、自慢になる場所、誇りに思えるような愛着のある場所を目指す。これ

により、進学・就職のために地域外に出て行ったとしても、将来的にＵターンで帰ってくることの

期待を高めることができると考えられる。 

■移住者支援機能 

   美郷地区において移住者の定住を促進するため、移住者支援の機能が求められる。国全体として

人口減少が進む中、美郷地区内においても多くの空き家が存置され、空き家問題が進んでいる。こ

れを踏まえ、空き校舎に地域運営組織の事務所を設置し、そこで移住者向けの相談、空き家の紹介、

美郷地区での生活のレクチャー、不要な家財・農機具の譲渡や販売といった取り組みを行うことで、

移住に対する心配を払拭し、定住を促進できると考えられる。 
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■民間企業誘致機能 

   空き校舎の利活用では、民間企業の事務所やサテライトオフィス、工場として貸し出すことや売

却することで、地域内での新たな雇用創出が期待できる。貸し出しの場合、維持管理の経費や利用

規約などを要綱としてまとめ、吉野川市のホームページ等から公募することになると考えられ、場

合によっては地域外からの利用も想定される。また、それらの動きに対する地域住民の理解も必要

になる。 

■農産物加工機能 

   地域の農産物を六次産業化して販売するために、空き校舎を農産物の加工場にすることが考えら

れる。特に、美郷の農産物を考えると梅を素材とした梅酒、梅干し、梅ジャムなどの加工場や、狩

猟した鹿、猪等の野生動物の処理場が考えられる。 

また、近年では空き校舎を利用した農産物工場や水耕栽培（レタスやイチゴ等）といった事例も

有り、美郷地区における新たな農産物を創出することで、地域の産業活性が期待できる。 
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 住民ニーズに基づく地域交流拠点の整備に向けた空き校舎の整備方針 5.2.4

 以下に、前述の住民ニーズを踏まえた空き校舎に求められる機能と、地域の実情や地域性を考慮

した付加機能から整理した地域交流拠点の整備方針を示す。 

～地域交流拠点の整備方針（平成 30・31 年度）～ 

コンセプト：『ありのままの』、『Small Start』 

現状での利活用を基本とし、宿泊スペース等の必要最小限の整備で、 

地域運営組織ができることから小さくスタートする。

■基本的な考え方 

・種野小学校を拠点とした整備を行う 

・地域運営組織の活動拠点である公の複合型施設として整備し、指定管理制度を導入する 

・地域の多世代が集い、市外の人と交流することができる多目的交流拠点を形成する 

■地域交流拠点に求められる基本的な機能（住民アンケートより） 

①地域住民の憩いと集いの場・集会所 ⇒ 住民が気軽に集まって話し合える場所（カフェ等） 

②高齢者のための福祉        ⇒ 高齢者が集う憩いの場、健康増進体操などのイベント 

③宿泊施設・体験施設        ⇒ 簡易宿泊所（大学生向け、サテライトラボ含む） 

■空き校舎の利活用として実現が望まれる機能（ワークショップより） 

空きスペースの利活用を前提とした 

④飲食関連機能  ⇒ 主体となる実施者・創業者が必要 

⑤自然体験機能  ⇒ 主体となる実施者・創業者が必要 

⑥人材育成機能  ⇒ 地域住民の協力が必要 

⑦地域づくり機能 ⇒ 地域住民の協力が必要 

■地域の実情と地域性を考慮した付加機能 

⑧防災・自治      ⇒ 災害時の避難場所と防災機能の拡充 

⑨健康増進       ⇒ 高齢者を対象に、運動場と屋内運動場で健康増進のイベント開催 

⑩子どもの学びと遊び場 ⇒ 子ども達の居場所（種野小学校） 

⑪移住者支援      ⇒ 移住者の定住促進に向けた地域協力 

⑫民間企業誘致     ⇒ サテライトオフィス、工場 

⑬農産物加工      ⇒ 農産物の加工、農産物工場 

※種野小学校には 661m2の屋内運動場があるため、必要に応じて体育館の利活用も図る。

 以上の整備方針に基づき、種野小学校を地域交流拠点として整備した場合の美郷地区内で生じる短期

的な動きについて、そのイメージを次ページに示す。 
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 地域交流拠点以外の空き校舎に関する中長期的な利活用の方針 5.2.5

   前述では、種野小学校を地域交流拠点として整備した場合の空き校舎の利活用案について示した。

しかしながら、美郷地区内には種野小学校以外の空き校舎も存置されているため、それらの今後の

利活用の方針についても整理しておく必要がある。このとき、種野小学校以外の空き校舎の利活用

は、短期的なものではなく中長期的な利活用が現実的と言える。それを踏まえ、住民アンケート及

びワークショップでの意見も含めて、平成 30 年度から５年間の中長期的な利活用の方針を以下に

整理して示す。 

(1)中長期的な空き校舎利活用の基本方針 

   種野小学校以外の空き校舎の利活用については、主に以下の３つの方向性が考えられる。 

  ①地域住民への貸し出し（憩いの場・集会所） 

   住民アンケートでは、種野小学校以外の空き校舎について、中村小学校を除いて「地域住民の憩

いと集いの場・集会所」が１位であった。このことから、各集落において人が繋がりあえる場所や

住民が気軽に集まって話し合えるような場所が求められていると考えられる。その他の空き校舎に

ついては、地域住民への貸し出しを優先とする一方で、地域住民からの需要が無い場合や優先順位

が低いと判断された場合、民間への貸し出し・売却、解体処分を選択する流れになると考えられる。 

  ②民間への貸し出し・売却 

   これまでに述べてきた通り、空き校舎は美郷にとって有用な財産である。文部科学省が、「～未

来につなごう～『みんなの廃校』プロジェクト」で廃校施設等の活用を推進している様に、今後、

空き校舎を活用して事業を行いたいという民間からの希望が生じた場合、円滑で柔軟に民間への貸

し出しや売却できる体制を整えておくことが重要になる。 

   そのためには、空き校舎を民間に貸し出し・売却することに対する、地域住民の合意を得ておく

ことや、各種手続きの簡略化、吉野川市あるいは文部科学省のホームページからの公表、利用者の

募集の広告とＰＲ、各種維持費の把握などを前もって進める必要がある。 

   結果的に、民間への貸し出しや売却が実現されれば、美郷地区内に新たな風が吹き、そこから産

業の発展、雇用促進、地域コミュニティの形成、域外資金の流入といったことが期待できる。 

①地域住民への貸し出し（憩いの場、集会所） 

②民間への貸し出し・売却 

③解体処分 
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  ③解体処分 

   種野小学校以外の空き校舎には、耐震基準を満たしていない施設や休校・休園になってから長期

間存置されたことによって老朽化が著しい建物が含まれる。特に、中村小学校は昭和 49 年に建築

されて平成2年に休校となっており、その施設・立地条件からも利活用が困難であると考えられる。

そういった状況の中、倒壊の危険性や美郷地区の将来性などを考慮すると解体処分も十分に考えら

れる。 

   しかしながら、解体処分は決して地域衰退の象徴というネガティブな一面だけではない。中山間

地域である美郷地区では平地が貴重であるとともに、解体処分によって生まれた広い更地が新たな

可能性を秘めることになる。例えば、仮に耐震基準を満たしていない美郷中学校を解体処分した場

合、ＵＪＩターンといった移住に向けた住宅用地として確保することや、すぐ近接する地域交流拠

点の種野小学校を中核としたコンパクトシティの推進、介護福祉と連携した高齢者の集団生活地、

工場誘致による産業と雇用の改善といったことが実現できる可能性が現状よりも高まる。そうすれ

ば、美郷地区における様々な課題解決が躍進することも期待できる。 

   また、他の空き校舎の利活用は、上記の３つだけに留まらない可能性も十分に考えられる。例え

ば、空き校舎は災害時の避難所としての機能を有していることや、今後、種野小学校を地域交流拠

点とした整備が進められることで美郷の地域力が高まり、その他の空き校舎の利活用の必要性に発

展する可能性も考えられる。これらについては、今後、地域運営組織とも密接に連携しながら、適

切に対応を図ることが重要である。 

以上を踏まえ、種野小学校以外の空き校舎の利活用に関する基本方針を以下にまとめる。 

～ 種野小学校以外の空き校舎に関する利活用の基本方針 ～ 

①普通財産としての利活用を図る。 

②拠点としての施設整備は行わない。 

③現状のまま可能な範囲内で、貸し出し等の利活用を行う。 

④地域運営組織が活用を希望する場合は、地域運営組織に全体（又は一部）を貸与する。 

⑤貸し出し等の利活用がない場合や優先順位が低いと判断された場合は、現状で活用を望む

個人・企業等に適正な時価で売却、又は貸与を行う。 

⑥売却先又は貸与先の選定等は、地域運営組織に諮り決定する。 

⑦地域運営組織等が利活用する際に行う環境整備等に対して、助成制度を創生する。 

⑧災害時においては避難所として優先的に避難者に解放するスペースを確保しなければなら

ない。 
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(2)種野小学校以外の空き校舎に関する中長期的な利活用の方針 

   種野小学校以外の空き校舎に関する中長期的な利活用の方針を以下にまとめる。 

◆中枝幼稚園・小学校と東山小学校 

基本方針どおりとする。 

◆美郷中学校 

基本方針どおりとする。ただし、グラウンドは地域のイベント会場や駐車場用地として、また、

校舎については地域運営組織が拠点施設とする種野小学校の補完施設として位置付け、部分的に

行政財産化するなど、より柔軟な対応が可能な施設として利活用を図る。 

◆中村小学校 

拠点としての整備は行わず、売却可能資産として整理。先ずは「廃校プロジェクト」等を活用

し、校舎等込みの適正時価での譲渡を目指す。希望が無い場合は、校舎等を解体撤去し、更地と

して適正な時価での売却を行う。 
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5.3 計画書策定に関する関係者との調整 

 本計画の策定にあたっては、各種機関・関係者等と調整を行いながら進めてきた。以下に、実施した

会の概要を示す。 

 住民説明会（各種団体役員等） 5.3.1

項目 内 容 

住民説明会 開催日 平成 29 年 10 月 18 日 

場所 吉野川市ふるさとセンター 大会議室 

参加者 14 名（全 24 名のうち 10 名が欠席） 

事務局 5 名 

協議事項 ①吉野川市中山間地域交流拠点整備事業実施までの経緯について 

②吉野川市中山間地域交流拠点整備事業の概要について 

③今後のスケジュールについて 

④空き校舎の利活用に向けてのワークショップへの協力について 

⑤中山間地域交流拠点整備計画策定委員会について 

 吉野川市中山間地域交流拠点整備計画策定委員会 5.3.2

項目 内 容 

第１回 

策定委員会 

開催日 平成 29 年 12 月 19 日 

場所 吉野川市ふるさとセンター 大会議室 

参加者 11 名（全 15 名のうち 4 名が欠席） 

委嘱状交付 策定委員に対して委嘱状を交付 

協議事項 ①吉野川市中山間地域交流拠点整備計画策定委員会設置要綱について 

②委員長選任について 

③第２回ワークショップの説明及び協力依頼 

第２回 

策定委員会 

開催日 平成 30 年 2 月 20 日 

場所 吉野川市ふるさとセンター 大会議室 

参加者 12 名（全 15 名のうち 3 名が欠席） 

協議事項 ①吉野川市中山間地域交流拠点整備計画の確認について 

②地域運営組織について 

第３回 

策定委員会 

開催日 平成 30 年 3 月●日 

参加者 ●名（全 15 名のうち●名が欠席） 

協議事項 ● 
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 関係部署との調整（吉野川市中山間地域交流拠点整備事業対策委員会） 5.3.3

項目 内 容 

第１回 

対策委員会 

開催日 平成 29 年 9 月 14 日 

場所 吉野川市役所東館 221 会議室 

参加者 9 名（企画財政課 3 名、教育総務課 2 名、商工観光課 4 名） 

協議事項 ①吉野川市中山間地域交流拠点整備事業実施までの経緯について 

②休校施設等の状況（美郷地区内）について 

③吉野川市中山間地域交流拠点整備事業の概要について 

④吉野川市中山間地域交流拠点整備計画策定スケジュールについて 

第２回 

対策委員会 

開催日 平成 30 年 2 月 14 日 

場所 吉野川市市役所事務室 

参加者 9 名（商工観光課による企画財政課及び教育総務課との個別協議） 

協議事項 ①吉野川市中山間地域交流拠点整備計画（案）について 

②吉野川市中山間地域交流拠点整備計画の確認について 

③今後のスケジュールについて 
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第 6 章 本計画の推進に向けた取り組みと推進体制 

6.1 今後検討すべき４つの課題 

 美郷地区内における空き校舎を利活用し、着実に美郷創生を達成していくためには、第５章に示した

利活用案を踏まえて種野小学校を地域交流拠点とした整備を行うことからスタートすると考えられる。

そのためには、整備前の段階から、整備後の管理やその運営方法、運営に関するしくみづくり、整備後

のフォローアップ方法を検討していく必要があり、特に美郷地区内の地域運営組織との連携が重要と考

えられる。そこで、本計画を推進していくために検討すべき課題を以下に示す。 

■課題１：運営主体について 

  ・地域交流拠点である種野小学校をどのように運営するかなど、運営主体や運営方法について検討

する必要がある。 

  ・自立した地域を目指すためにも地域運営組織がキーパーソンとなり、積極的に運営主体となって

関わる必要がある。 

  ・公的な施設として整備されるが、運営に関しては効率的かつ行財政に負担の少ない施設運営を行

う必要がある。 

 ■課題２：改修について 

  ・地域交流拠点の整備にあたっては、本計画を参考にしつつ、目的と用途に沿った改修が必要にな

る。そのため、地域運営組織と密接に連携しながら、適切な改修方針を定めていく必要がある。 

 ■課題３：地域交流拠点での活動を軌道に乗せることについて 

  ・具体的に地域交流拠点を整備する前段階から、その施設内での取り組み内容を整理しておく必要

がある。全国的な事例を見ても、設立当初はスモールスタートで始まることが多く、優先順位の

高い取り組みを少しずつ積み上げ、結果的に地域おこしを成功させていくパターンが多い。その

ため、地域運営組織が主体となり、試行的でありながらも、多様な活動内容を検討して実現させ

ていくことが求められる。 

  ・さらに、活動が少しずつ実施されていくことで、地域交流拠点の維持と美郷創生に向けた数多く

の課題が顕在化されることが予想される。その課題を着実に乗り越えて地域活動を軌道に乗せて

いくためにも、試行的な活動を繰り返し検討し続けることが必要になる。 

 ■課題４：種野小学校以外の空き校舎の利活用について 

  ・種野小学校を地域交流拠点として整備する一方で、その他の空き校舎については、本計画に示し

た中長期的な利活用方針に沿って、適切に利活用を図っていく必要がある。 
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6.2 計画を推進するための役割 

 本計画における推進主体は、地域運営組織、美郷地区住民、市（行政）とし、地域運営組織の設立及

び空き校舎の利活用に向けた取り組みについて、三者の役割を次のとおり示す。 

■地域運営組織の役割 

学校の利活用を主体的に行う地域運営組織は、美郷地区内に現存する各団体の高齢化、人員、将

来性などを踏まえて、本組織の中で部会を設けるなどの新たな体制を整える。 

   同組織は、本計画で実施したアンケート、ワークショップなどの結果を踏まえて、今後の地域の

在り方についてテーマを定め、地域の将来ビジョンを盛り込んだ「地域デザイン」を策定する。 

   同組織は、地域の意見を集約して課題を整理し、美郷地区で優先的に実施していくべきことを把

握する。また、必要に応じて行政に意見を提出する。 

   同組織は、地域がより良くなるように、空き校舎を利活用する中で地域住民の支援を行う。また、

美郷地区に移住したいと考えている移住希望者や、美郷地区内で創業・起業したい者への情報提供

などの支援を行う。 

   同組織は、組織を維持・発展させていくために、自己資金、運営費の確保に向けた取り組みを検

討し、実践する。 

①地域の各団体を踏まえた組織体制づくり 

②住民の意向に基づいた将来ビジョン（地域デザイン）の策定 

⑤自己資金・運営費の確保に向けた取り組みの実践 

③地域の意見の集約および課題整理と行政への意見提出 

④地域の住民、移住希望者、創業希望者の支援 



80 

■市民の役割 

本計画に基づいて実際に美郷地区内に交流拠点が整備され、学校の利活用が進められていった場

合、日頃からまちづくりや地域おこしに関心を持つだけでなく、関連するイベントやセミナーなど

に参加し、美郷地区の改善への理解を深める。また、可能な範囲で地域の活動に積極的に参加する。 

   本計画に基づいて地域内に地域運営組織が設立されることで、そこを主体として地域内でまちづ

くりの新たな流れが生じることが予想される。その組織の動きに対する理解だけでなく、可能な範

囲で協力を行い、地域がより良くなるために一体となって貢献する。 

■市の役割 

   市は、本計画が目指している方向性に十分留意しながら、美郷地域の特性を踏まえた施策を推進

する。特に、本計画の中核的担い手として位置づけられている地域運営組織とは十分な連携を図り、

一体となった実施体制を構築する。 

   地域交流拠点の整備とそこでの活動の発展のためには、商工観光や農林畜産のみならず、環境、

防災、福祉、教育、文化、市民生活などの横断的で幅広い連携が必要になる。これらの多岐に渡る

分野において、市の内部においても関係部局との相互連携を強化し、執行体制を一層確かなものに

する。 

   市は、地域住民へのまちづくりに対する意識の啓発や地域住民が主体となったまちづくりに積極

的に参加できるよう基盤整備の充実を図り、本計画の周知や継続的な情報提供を行う。また、住民

が主体となる取組に対しての参画を促し、美郷創生が着実に進められるよう支援・調整を行う。 

①まちづくりや学校の利活用に関心を持ち、地域活動に参加する。 

②地域運営組織の活動への理解や協力を実践する。 

①本計画の推進 

②関係部局との相互連携の強化 

③まちづくりの基盤整備と情報発信 
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6.3 推進体制 

美郷地区内の地域交流拠点整備を総合的・横断的に実施していくためには、地域運営組織・市民・市

の三者が、それぞれ主体的な取り組みを行いながら相互に情報やサービス、支援のやりとりを行いなが

ら一体となって推進することが必要である。その推進体制のイメージを図 6.3-1に示す。 

また、そうした取り組みをより一層進めるため、地域で活躍する NPO や企業など、地元のネットワー

クや資源を活用することも重要であり、地域が一体となって推進していくことで、美郷創生の実現性が

増すと考えられる。 

図 6.3-1 推進体制のイメージ
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6.4 進行管理の方法 

美郷地区内における地域運営組織の設立と空き校舎の利活用による交流拠点の整備は、美郷が有する

課題を少しずつ解決し、地方創生を着実に進めることを目標にしていることから、計画の推進形態の変

化が著しい分野と考えられる。このため、今後、設立された地域運営組織は、活動の方向や取り組み内

容、進行管理などについてＰＤＣＡサイクルにより適宜点検評価し、美郷地区内の最新の動向を見なが

ら、事業実施に反映させていく必要がある。 

図 6.4-1 ＰＤＣＡサイクル
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6.5 美郷地区の今後のイメージ 

 次ページに、美郷地区に地域交流拠点が整備され、地域運営組織が主体となって活動が推進されてい

ったときに、美郷地区内で生じる可能性の動きをイメージとして示す。これはあくまでも参考のイメー

ジであるが、美郷地区の魅力が向上し、スパイラルアップし続けることで、美郷地区内では様々な動き

が活性化され、美郷創生に繋がることが期待できる。 
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6.6 委員及び推進組織 

 中山間地域交流拠点整備計画策定委員 6.6.1

役 職 氏 名 区 分 

委員長 上野 準二 

各種団体の役員 

（第２号） 

委員 竹前 久子 

委員 横石 文夫 

委員 和泉 隆啓 

委員 川村 順一 

委員 鎌谷 輝昭 

委員 明石 拡人 

委員 川村 正光 

委員 棟本 誠二 

委員 来見 義昭 
学識経験者 

（第１号） 
委員 村本 ヒロ子 

委員 杉友 喜美子 

委員 藤村 和行 
公募委員 

（第３号） 
委員 岸村 憲作 

委員 南 幸 

 地域運営組織「美しい郷山づくり協議会」 6.6.2

  本計画の推進にあたって重要となる地域運営組織については、上記の中山間地域交流拠点整備計

画策定委員が中心となった構成により組織されることとなった。今後、事業を展開していく上で必

要に応じて、構成員は流動的に変化するものである。 

まず、地域運営組織「美しい郷山づくり協議会」としては、本計画の第一段階である種野小学校

の空き校舎を利活用した拠点（複合型施設）の整備・設計等に関わり、賛同する住民を加え、美郷

創生に向け組織強化を図る。 
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吉野川市中山間地域交流拠点整備計画策定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 吉野川市中山間地域交流拠点整備計画（以下「計画」という。）を策定するため、吉野川市中山間地域交流拠

点整備計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

(１) 計画の策定に関すること。 

(２) その他計画に関し必要と認められる事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、１５人以内の委員で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 各種団体の役員 

(３) 市民のうちから公募により選任された者 

(４) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱の日から計画策定の日までとする。ただし、委員に欠員を生じた場合における補欠の委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。 

４ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を代行する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、初回の会議は、市長

が招集するものとする。 

２ 委員長は、必要に応じて、委員以外の者に対し会議への出席を求め、意見等を述べさせ、又は資料の提出を求め

ることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、商工観光課において処理する。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年１０月１８日から施行する。 

２ この要綱は、計画の策定の日をもって、その効力を失う。 
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